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   第 ３ 回   熊本県議会  決算特別委員会会議記録 

 

令和４年10月14日(金曜日) 

午前９時59分開議 

            午前11時25分休憩 

            午後０時57分開議 

            午後１時48分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第39号 令和３年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

議案第52号 令和３年度熊本県のチッソ株

式会社に対する貸付けに係る県債償還等

特別会計歳入歳出決算の認定について 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(11人) 

        委 員 長 山 口   裕 

        副委員長 緒 方 勇 二 

委  員 前 川   收 

委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 坂 田 孝 志 

        委  員 岩 田 智 子 

 委  員 中 村 亮 彦 

         委  員 坂 梨 剛 昭 

        委  員 前 田 敬 介 

        委  員 南 部 隼 平 

        委  員 堤   泰 之 

欠 席 委 員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

企画振興部 

         部 長 高 橋 太 朗 

理 事  

(球磨川流域復興担当)  

兼球磨川流域復興局長  水 谷 孝 司 

理 事 

(デジタル戦略担当)   

   兼デジタル戦略局長 小金丸   健 

  政策審議監 深 川 元 樹 

地域・文化振興局長 永 友 義 孝 

   交通政策・情報局長 清 田 克 弘 

土木技術審議監 菰 田 武 志 

  首席審議員兼企画課長 小 川 剛 史 

      地域振興課長 久保田 健 二 

       文化企画・ 

    世界遺産推進課長 木 原   徹 

      交通政策課長 坂 本 弘 道 

統計調査課長 馬 場 一 也 

  デジタル戦略推進課長 受 島 章太郎 

    システム改革課長 黒 瀬 琢 也 

         政策監 田 浦 貴 久 

         政策監 有 働 人 志 

環境生活部 

         部  長 小 原 雅 之 

       政策審議監 横 尾 徹 也 

医 監 山 口 喜久雄 

        環境局長 波 村 多 門 

      県民生活局長 永 江 昌 二 

     環境政策課長 江 橋 倫 明 

     水俣病保健課長 入 田 秀 喜 

     水俣病審査課長 枝 國 智 子 

    環境立県推進課長 吉 澤 和 宏 

      環境保全課長 村 岡 俊 彦 

      自然保護課長 蓑 田 公 彦 

    循環社会推進課長 福 原 彰 宏 

  くらしの安全推進課長 東 田 智 裕 

      消費生活課長 福 永 公 彦           

男女参画・協働推進課長 板 橋 麻 里 

    人権同和政策課長 鈴   和 幸 

――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

    会計管理者兼出納局長 野 尾 晴一朗 

    会計課長 杉 本 良 一 

――――――――――――――― 

監査委員事務局出席者 

          局 長 西 浦 一 義 

首席審議員兼監査監 市 川 弘 人 
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――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 松 本 淳 一 

       議事課主幹 甲 斐   博 

       議事課主幹 山 本 さおり 

  ――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○山口裕委員長 それでは、ただいまから第

３回決算特別委員会を開会いたします。 

 本日は、午前に企画振興部の審査を行い、

午後から環境生活部の審査を行うこととして

おります。 

 それでは、これより企画振興部の審査を行

います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るため、着座のままで簡潔にお願いします。 

 それでは、企画振興部長から決算概要の説

明を行い、続いて、担当課長から順次資料の

説明をお願いします。 

 初めに、高橋企画振興部長。 

 

○高橋企画振興部長 令和３年度決算の説明

に先立ちまして、前年度の決算特別委員長報

告において御指摘のありました施策の推進上

改善または検討を要する事項等のうち、企画

振興部関係につきまして、その後の措置状況

を御報告いたします。 

 企画振興部に対しましては、「地域づくり

チャレンジ推進事業は、各自治体や地域づく

り団体にとっては使い勝手がよく、喜ばれて

いる補助金であるが、地域振興局間で申請状

況に偏在があるので、各地域振興局がより一

層制度の周知に努めること。」という御指摘

をいただきました。 

 地域づくりチャレンジ推進事業は、市町村

や地域団体等が行う自主的な地域づくりの取

組への助成等でございます。令和３年度は、

交流促進や豪雨災害からの復興の取組など、

68件の助成を行いました。 

 御指摘を踏まえ、令和４年度の申請に備え

て、令和３年度末に各地域振興局から市町村

や地域団体等に対して、個別連絡や説明会を

開催するなど、より丁寧に制度を周知し、事

業活用を呼びかけました。 

 その結果、県全体で、令和４年度は、令和

２年度を上回る72件の申請を受けたところで

す。地域振興局ごとに見てみると、令和２年

度に申請件数が２件以下だった４つの地域振

興局においても、令和４年度は３件以上の申

請を受けております。 

 引き続き、県内各地で事業が活用されるよ

う、広域本部や地域振興局と連携し、制度の

周知に努め、市町村や地域団体等の自主的な

地域づくりの取組を支援してまいります。 

 続きまして、企画振興部の令和３年度決算

の概要について御説明申し上げます。 

 お手元の決算特別委員会説明資料１ページ

の令和３年度歳入歳出決算総括表により御説

明いたします。 

 歳入につきましては、予算額69億1,000万

円余に対しまして、収入済額は47億8,000万

円余で、不納欠損及び収入未済はございませ

ん。 

 なお、予算現額と収入済額との比較21億 

3,000万円余は、主に基金を充当する事業の

所要額の減による繰入金の減及び翌年度への

事業繰越しに伴う国庫支出金等の減でござい

ます。 

 また、歳出につきましては、予算額133億

7,000万円余に対しまして、支出済額は99億

8,000万円余となっております。 

 翌年度への繰越額は８億3,000万円余で、

主に熊本地震に伴う南阿蘇鉄道災害復旧支援

事業及び「環境首都」水俣・芦北地域創造事

業費でございます。 

 また、不用額は25億5,000万円余で、主な

内容は、実績額が見込み額を下回ったことや

経費節減、入札に伴う執行残でございます。 
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 詳細につきましては、各課長が説明いたし

ますので、よろしく御審議いただきますよう

お願い申し上げます。 

 

○山口裕委員長 引き続き、各課長から説明

をお願いします。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 まず、定期監査の結果につきましては、企

画振興部の指摘事項は、交通政策課、統計調

査課について御指摘がありました。後ほど担

当課長から御説明をいたします。 

 続きまして、企画課の決算状況につきまし

て説明をいたします。 

 資料の２ページをお願いいたします。 

 歳入からになります。 

 まず、歳入でございますが、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 

 主な収入について御説明をいたします。 

 まず、分担金及び負担金の奨学金返還支援

事業負担金ですが、これは、若者の県内就職

と定着、県内企業等の中核人材確保を目的と

しますふるさとくまもと創造人材奨学金返還

等サポート事業に対する社会福祉法人等から

の負担金でございます。 

 次に、使用料及び手数料の東京事務所使用

料ですが、銀座熊本館内に入居します一般社

団法人熊本県物産振興協会からの使用料収入

でございます。 

 次に、国庫支出金の地方創生推進交付金に

つきましては、ＳＤＧｓ登録制度の推進な

ど、地方創生の実現に向け、総合戦略に基づ

き実施する施策に活用する交付金であり、次

の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金につきましては、東京事務所内各施

設における感染予防対策のための非接触型自

動温度計や手指消毒器の設置に活用する交付

金でございます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 次に、財産収入の家屋貸付料は、東京事務

所職員の借り上げ宿舎に係る職員負担分でご

ざいます。 

 続きまして、寄附金の世界チャレンジ支援

寄附金につきましては、若手芸術家や学生な

どの留学等を支援するための世界チャレンジ

支援基金に対する民間企業等からの寄附金で

ございます。 

 予算現額と収入済額との比較欄にあります

400万円余は、寄附の減に伴うものでござい

ます。 

 続きまして、奨学金返還支援寄附金は、ふ

るさとくまもと創造人材奨学金返還等サポー

ト事業に対する企業等からの寄附金でござい

ます。 

 続きまして、まち・ひと・しごと創生寄附

金は、本県の地方創生の取組に対して、いわ

ゆる企業版ふるさと納税として県外企業から

頂いた寄附金でございます。 

 予算現額と収入済額との比較欄の7,200万

円余は、寄附が見込みよりも少なかったこと

に伴うものでございます。 

 続きまして、４ページをお願いいたしま

す。 

 続きまして、繰入金になります。 

 ふるさとくまもと応援寄附基金繰入金は、

先ほど紹介しました企業版ふるさと納税を活

用する事業の財源に充てるため、この基金か

ら一般会計へ繰り入れたものになります。 

 予算現額と収入済額の比較欄の2,600万円

余につきましては、前年度、これは令和２年

度になります。当県がこの企業版ふるさと納

税の受入れを始めた初年度になりますが、こ

この寄附が見込みよりも多かったことに伴う

ものでございます。 

 続きまして、世界チャレンジ支援基金繰入

金は、先ほど御紹介しましたこの基金を活用

する事業の財源に充てるため、同じく基金か

ら一般会計へ繰り入れたものになります。 

 続きまして、奨学金返還支援基金繰入金

は、この基金を活用する事業の財源に充てる
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ため、同じく基金から一般会計へ繰り入れた

ものになります。 

 諸収入の官民協働海外留学支援事業補助金

につきましては、日本学生支援機構からの補

助金となっております。 

 ５ページをお願いいたします。 

 ここからは、歳出について御説明をいたし

ます。 

 まず、一般管理費につきましては、企画振

興部の時間外勤務手当の特別配当分で、不用

額はございません。 

 続きまして、諸費につきましては、東京事

務所の職員給与及び管理運営費です。 

 不用額の300万円余は、人件費、東京事務

所の活動経費及び維持管理費、宿舎借り上げ

料の執行残となっております。 

 ６ページをお願いいたします。 

 次に、企画総務費ですが、企画課の職員給

与で、不用額は、その執行残となっておりま

す。 

 最後に、計画調査費につきましては、備考

欄の下の事業の概要に記載の政策推進事業な

どに要する経費となっております。 

 不用額１億300万円余の主なものにつきま

しては、備考欄の不用額を生じた理由に幾つ

か記載のとおりですが、世界チャレンジ支援

基金の見込みよりも少なかったことによる積

立金の減ですとか、ＳＤＧｓ推進事業の事業

費確定に伴う執行残等となっております。 

 なお、まち・ひと・しごと創生寄附金につ

きましては、金額が8,600万円と他の事業と

比較して少し大きくなっておりますが、これ

は基金に積み立てるものではなく、頂いたそ

の寄附金を当該年度の事業に積極的に活用を

したため、基金への寄附金の積立て、これが

見込みより少なかったことによりまして、実

際はその年度中に多くの事業に充当をされて

おります。 

 企画課は以上になります。よろしくお願い

いたします。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 ８ページをお願いいたします。 

 歳入につきまして、不納欠損額、収入未済

額はいずれもございません。 

 １段目、使用料及び手数料のうち、２段目

の万日山緑地公園使用料は、公園内におきま

す携帯電話基地局等の設置のための占用許可

に係る使用料でございます。 

 ３段目の不動産鑑定業者登録手数料は、不

動産の鑑定評価に関する法律に基づく不動産

鑑定業者の更新登録等に係る手数料でござい

ます。 

 ４段目以降は、国庫支出金でございます。 

 ５段目の離島活性化交付金は、離島の地域

活性化、定住の促進を図るための交付金で、

御所浦地域活性化推進事業を実施しておりま

す。 

 ６段目の地方創生推進交付金は、地方版総

合戦略の取組を着実に推進していくための交

付金で、移住定住促進事業等を実施しており

ます。 

 下から２段目の新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金は、新型コロナウイ

ルスの感染拡大防止や感染拡大の影響を受け

ている地域経済や住民生活の支援等を通じて

地方創生を図る交付金で、地域づくりチャレ

ンジ推進事業等を実施しております。一部、

令和２年度からの繰越しが含まれておりま

す。 

 最下段、特定地域振興対策事業費補助は、

環境省の水俣病総合対策費補助金及び水俣病

総合対策施設整備費補助金で、「環境首都」

水俣・芦北地域創造事業等を実施しておりま

す。一部、令和２年度からの繰越しが含まれ

ております。 

 ９ページをお願いいたします。 

 上段の繰越金は、地域づくりチャレンジ推

進事業等、令和２年度から令和３年度に繰り
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越した事業費の一般財源分でございます。 

 下段の雑入は、一般財団法人自治総合セン

ターからの事務費の交付金でございます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 10ページをお願いいたします。 

 ２段目の企画総務費は、地域振興課職員21

名の職員給与費で、不用額は執行残でござい

ます。 

 ３段目の計画調査費は、地域づくりチャレ

ンジ推進事業、移住定住推進事業をはじめ、

11ページに入ってしまいますけれども、11ペ

ージの下段、事業の概要に記載しております

事業等に係る経費でございます。 

 不用額7,600万円余につきましては、お戻

りいただき、10ページの備考欄、不用額を生

じた理由に記載のとおり、これらの事業の所

要額の減による執行残でございます。 

 12ページをお願いいたします。 

 ２段目の企画施設災害復旧費は、万日山緑

地公園の災害復旧に係る経費で、不用額は、

執行残でございます。 

 続きまして、翌年度繰越額３億2,600万円

余につきましては、別冊の附属資料で御説明

させていただきますので、附属資料の１ペー

ジをお願いいたします。 

 １段目の「環境首都」水俣・芦北地域創造

事業費は、水俣市が水俣川河口臨海部におい

て護岸整備等を行うなぎさ造成事業などにつ

いて、必要な事業期間が確保できず、年度内

の事業完了が困難となったため、繰り越した

ものでございます。 

 本事業は、今年度いっぱいの完了を予定し

ております。 

 ２段目の万日山緑地公園管理運営費は、公

園内ののり面の工事を行うもので、そのため

に必要な土地の形質変更に係る許可手続等に

時間を要したことから、年度内の事業完了が

困難となり、繰り越したものでございます。 

 ３段目の阿蘇草原再生事業費は、野焼きの

再開と後継者育成の支援を行うもの、最下段

の草原維持システム構築推進事業費は、恒久

防火帯を整備するもので、当初２月から３月

に予定されていました各牧野の火入れ――野

焼きですね。こちらが天候不良等によりまし

て４月にずれ込んで実施されたため、それぞ

れ繰り越したものでございます。 

 なお、２段目以降の３つの事業につきまし

ては、いずれも本年４月に完了しておりま

す。 

 地域振興課は以上でございます。 

 

○木原文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 説明資料の13ページをお願いいたします。 

 まず、歳入については、不納欠損及び収入

未済はございません。 

 主な収入について御説明します。 

 まず、分担金及び負担金でございますが、

阿蘇の世界文化遺産登録推進のための学術的

な検討や広報等に要する経費について、阿蘇

郡市の市町村に県と同額の負担をお願いして

いるものでございます。 

 次に、使用料及び手数料ですが、主に県立

劇場の施設と駐車場の使用料でございます。 

 次に、国庫支出金の地方創生推進交付金に

つきましては、伝統文化等継承対策事業及び

阿蘇の世界文化遺産登録推進事業に係る交付

金でございます。 

 14ページをお願いいたします。 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金につきましては、県内の文化団体等

が文化芸術活動の際に実施する新型コロナ感

染対策の経費を助成する事業等に係る交付

金、その下の文化芸術振興費補助は、県立劇

場における感染対策のための空調機更新に要

する経費への補助金でございます。 

 予算現額と収入済額の差は、明許繰越し等

によるものです。 

 その下の重要文化的景観保存・活用補助に

つきましては、阿蘇における文化財保護法に



第３回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和４年10月14日) 

 - 6 - 

基づく重要文化的景観の保存・活用事業に係

る補助金でございます。 

 次に、財産収入でございますが、こちら

は、県立劇場のレストランの貸付料でござい

ます。 

 予算現額と収入済額の差162万円余は、新

型コロナ感染拡大によりレストランの売上額

が大幅に減少したことに伴い、県有施設の使

用料等減免に関する取扱いにより、貸付料を

減額したものでございます。 

 次に、雑入でございますが、県が権利を有

する著作物の著作権収入、そして博物館ネッ

トワークセンターが野外活動等を実施した際

の傷害保険料の精算後の返納分でございま

す。 

 次に、15ページをお願いします。 

 繰越金につきましては、文化事業新型コロ

ナウイルス対策助成事業の繰越しに伴うもの

でございます。 

 次に、16ページをお願いします。 

 次は、歳出についてでございます。 

 企画総務費は、当課及び博物館ネットワー

クセンター21人の職員給与費で、不用額は、

執行残でございます。 

 次に、計画調査費は、備考欄下のほうに記

載の事業の概要のとおり、博物学関係資料活

用・学習支援事業、県立劇場の施設整備費及

び管理運営事業、世界文化遺産登録推進事業

などの経費でございます。 

 なお、不用額の4,253万円余は、備考欄の

上のほうに不用額を生じた理由として記載の

とおり、県立劇場施設整備費における入札残

等や世界文化遺産登録推進事業における委託

費や旅費等の所要額が見込み額を下回ったこ

とによる執行残が主な理由でございます。 

 次に、繰越しについて、別冊の附属資料で

御説明いたします。 

 附属資料の２ページをお開きいただけます

でしょうか。 

 まず、博物館ネットワークセンター施設整

備事業費につきましては、5,020万円余のう

ち3,980万円余を繰り越しております。 

これは、入札の不調により年度内の工事発

注が困難となったため、翌年度に繰り越した

ものでございます。 

 なお、本事業は、今年７月の入札で受託者

が決まりまして、11月に工事完了の予定でご

ざいます。 

 次に、新型コロナウイルス感染症対策文化

活動助成事業費につきましては、945万円全

額を繰り越しております。 

これは、令和３年度２月補正による追加事

業分であり、年度内に事業実施が十分に期間

確保できなかったため、翌年度に繰り越した

ものでございます。 

 また、県立劇場施設整備事業費につきまし

ては、5,314万円のうち2,426万円余を繰り越

しております。 

これは、国の経済対策に伴う事業であり、

県への交付決定が令和４年度に行われること

になったため、翌年度に繰り越したものでご

ざいます。 

 本事業は、令和５年２月に工事完了の予定

でございます。 

 文化企画・世界遺産推進課は以上でござい

ます。 

 

○坂本交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 まず、本年度の定期監査で１件指摘を受け

ておりますので、御説明をいたします。 

 監査結果指摘事項、資料１枚紙でございま

す。裏面をお願いいたします。 

 指摘事項は、「小型機総合航空基地に設置

しているゲートが強風により転倒し、空港制

限区域立入禁止フェンスに衝突し、Ａ社が所

有するセンサーシステムを破損させ、賠償金

を支払っている。安全点検を行うなど、財産

管理を適切に行うこと。」でございます。 

 対応状況について御説明いたします。 
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 強風によりゲートが転倒した原因を明らか

にするため実施した現場での検証結果を踏ま

え、抜本的な再発防止策として、脱線防止装

置を備えたゲートへの全面改修工事を実施し

ているところでございます。 

 指摘事項については、以上でございます。 

 続きまして、本体決算資料の17ページをお

願いいたします。 

 決算状況について御説明いたします。 

 まず、歳入でございます。 

 当課、不納欠損額、収入未済額については

ございません。 

 内容につきまして、まず、使用料及び手数

料につきましては、阿蘇くまもと空港にござ

います格納庫の使用料でございます。 

 続きまして、国庫支出金につきましては、

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金でございます。 

 次に、財産収入につきましては、阿蘇くま

もと空港周辺の県有地の貸付料等でございま

す。 

 下段の繰越金につきましては、豊肥本線災

害復旧支援事業等に係る令和２年度からの繰

越金でございます。 

 おめくりをいただきまして、18ページをお

願いいたします。 

 諸収入につきましては、有明海自動車航送

船組合新船建造費貸付金、これの回収金でご

ざいます。 

 続きまして、19ページ、歳出でございま

す。 

 まず、企画総務費につきましては、当課の

職員給与費であり、不用額は、その執行残で

ございます。 

 次に、計画調査費につきましては、備考欄

下段の事業の概要に主な事業の状況を記載し

ております。 

 不用額の３億3,500万円余につきまして

は、備考欄上段の不用額を生じた理由に記載

しておりますが、主なものといたしまして

は、並行在来線対策事業、それから阿蘇くま

もと空港直轄事業負担金、御所浦航路振興事

業等の補助金あるいは負担金などの所要額が

見込みを下回ったことによる執行残でござい

ます。 

 おめくりをいただきまして、20ページをお

願いいたします。 

 次に、企画施設災害復旧費につきまして

は、被災した鉄道の災害復旧を行う鉄道会社

に対する助成でございます。 

 不用額は、その執行残でございます。 

 続きまして、繰越事業について御説明をい

たします。 

 別冊附属資料の３ページを、恐れ入ります

が、お願いいたします。 

 ５件ございます。 

 まず、天草空港運航支援対策事業、それか

ら、阿蘇くまもと空港アクセス整備調査検討

事業、阿蘇くまもと空港国内線対策事業、い

ずれも補正予算でございますが、関係機関と

の協議、調整の上事業を実施する必要があ

り、年度内の完了が困難であったため、本年

度に繰越しをしたものでございます。 

 次に、阿蘇くまもと空港ゲート改修事業に

つきましては、先ほど御説明いたしました監

査指摘事項の抜本対策に係る事業でございま

す。 

 工事内容の検討や関係者との協議の上事業

を実施する必要があったため、年度内の完了

が困難となり、本年度に繰り越したものでご

ざいます。 

 最後に、南阿蘇鉄道災害復旧支援事業につ

きましては、第一白川橋梁の被災橋梁の撤去

が遅れたことに伴いまして、新橋梁の架設工

事の着手が遅れたため、本年度に繰り越した

ものでございます。ただ、全体の復旧スケジ

ュールへの影響はありません。 

 なお、いずれの事業も、本年度内の完了を

予定しております。 

 交通政策課は以上でございます。 
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○馬場統計調査課長 統計調査課でございま

す。 

 まず、本年度の定期監査で１件指摘を受け

ておりますので、御説明をいたします。 

 監査結果指摘事項の資料をお願いいたしま

す。 

 指摘事項は、「社会生活基本調査におい

て、調査員のメールアドレスの登録を誤った

ことにより、本来必要のなかった携帯端末の

機種変更を行わせ、損害賠償を要する事案が

発生している。組織的チェックの徹底によ

り、再発防止に努めること。」でございま

す。 

 これは、同調査におきまして、調査員のメ

ールアドレスの調査システムへの登録に当た

りまして、県職員が誤ったメールアドレスを

登録したために、テストデータの受信ができ

ない状態が続きまして、販売店に端末の設定

を確認してもらう方法もあると助言したこと

から、調査員が相談したところ、結果的に不

要な携帯電話端末の機種変更契約を行わせ、

当該契約に伴う費用を支出させたものでござ

います。 

 対応状況ですが、事案発生後に、事務処理

ミスにより同様の事案が発生しないように、

全職員に対しまして、注意喚起を行うととも

に、本事案に関わった職員に対しまして、所

属長から注意指導を実施し、再発防止に向け

たチェック体制やリスク低減の方法について

意見交換を行ったところでございます。 

 今後の再発防止対策につきましては、１点

目としまして、先方から当方へ空メールを送

信してもらうなど、可能な限り電子的な手

段、コピー・アンド・ペーストで登録を行

う、２点目としまして、今回のようにメール

アドレスを手入力する際には、複数の職員で

アドレスの最後の１文字まで丁寧に読み合わ

せによる確認を行う、これらの取組によりま

して再発防止を徹底してまいります。 

 次に、決算状況について御説明をいたしま

す。 

 説明資料の21ページをお願いいたします。 

 23ページまでが歳入でございますが、不納

欠損額及び収入未済額はございません。 

 歳入の内訳ですが、国庫支出金につきまし

ては、国から委託を受けた各種統計調査の実

施に係ります国庫委託金でございます。 

 23ページ、最下段をお願いします。 

 諸収入は、職員の通勤手当の返納分でござ

います。 

 次に、24ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、上段の統計調査総務

費は、主に職員の給与費等でございまして、

不用額は、執行残でございます。 

 次に、中段の委託統計費は、国から委託を

受けて実施した統計調査の経費でございま

す。 

 不用額は、事業実施後の執行残でございま

す。 

 最下段の単県統計費は、推計人口調査な

ど、県単独の統計作成等に要した経費でござ

います。 

 不用額は、執行残でございます。 

 統計調査課は以上です。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 資料25ページをお願いいたします。 

 歳入ですが、不納欠損額及び収入未済額は

ありません。 

 主な収入について御説明いたします。 

 まず、国庫支出金の個人番号カード利用環

境整備費補助でございますが、マイナポイン

トによる消費活性化策やマイナンバーカード

の普及に向けた環境整備に係る補助金でござ

います。 

 次に、社会保障・税番号制度システム整備

費補助でございますが、マイナンバー制度に

おきまして、自治体間の情報連携を行うため
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の中間サーバー・プラットフォームの活用に

係る補助金でございます。 

 次に、財産収入でございますが、熊本県が

株主でございます天草ケーブルネットワーク

株式会社及び株式会社ジェイコム九州からの

配当金収入でございます。 

 次に、諸収入でございます。 

 共同システム運営受託収入ですが、県と市

町村が共同で運用しております電子申請シス

テムなどに係る経費の市町村負担金でござい

ます。 

 続きまして、資料の26ページをお願いいた

します。 

 歳出について御説明いたします。 

 まず、人事管理費でございますが、国の指

定認証機関――Ｊ-ＬＩＳと申しますが、が

公的個人認証サービスを行う際に、各都道府

県で負担等を行う公的個人認証サービス運営

事業などに係る経費でございます。 

 不用額の40万円余につきましては、執行残

でございます。 

 次に、企画総務費です。 

 旧情報政策課23名の職員給与費で、不用額

は執行残です。 

 最後に、計画調査費でございますが、マイ

ナンバー制度に係る連携サーバーのバージョ

ンアップなどに伴います社会保障・税番号制

度に係る共同システム整備事業などに係る経

費です。 

 不用額750万円余は、入札執行残によるも

のです。 

 デジタル戦略推進課は以上です。 

 

○黒瀬システム改革課長 システム改革課で

ございます。 

 資料27ページをお願いいたします。 

 歳入ですが、不納欠損額及び収入未済額は

ありません。 

 主な収入について御説明いたします。 

 まず、国庫支出金の新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金ですが、デジタ

ル社会への対応を見据えたコロナ禍における

職場環境の整備、デジタル機器を活用した業

務の効率化、省力化の推進等に活用できると

いうことでございますので、庁内のデジタル

化に活用しております。 

 次に、諸収入でございます。 

 共済組合収入ですが、これは、地方職員共

済組合、熊本県職員互助会から委託されてお

ります電算処理業務に係る経費の負担金で

す。 

 次に、共同システム運営受託収入ですが、

県と市町村が共同で運用している大容量ファ

イル送信サービス等の情報システムに係る経

費の市町村負担金でございます。 

 次に、雑入ですが、企業局、病院局による

知事部局の情報システム利用に係る負担金等

になります。 

 続きまして、資料28ページをお願いいたし

ます。 

 歳出について御説明いたします。 

 まず、人事管理費でございますが、パソコ

ンの調達や保守等を行う庁内情報基盤管理運

営事業やＩＣＴを活用した働き方改革等推進

事業等に係る経費です。 

 不用額の4,800万円余につきましては、備

考欄に記載のとおり、入札執行残及び経費節

減によるものです。 

 次に、計画調査費でございますが、県庁、

各広域本部等を高速回線で接続したネットワ

ークの運用管理等を行う熊本県総合行政ネッ

トワーク管理運営事業に係る経費です。 

 不用額2,900万円余は、備考欄に記載のと

おり、入札執行残及び経費節減によるもので

す。 

 システム改革課は以上です。 

 

○田浦政策監 球磨川流域復興局でございま

す。 

 引き続き、資料の29ページをお願いいたし
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ます。 

 まず、歳入でございますが、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 主な収入について御説明いたします。 

 まず、中段の繰入金ですけれども、五木村

振興基金繰入金につきましては、五木村振興

の財源に充てるために、五木村振興基金から

一般会計に繰り入れたものでございます。 

 球磨川流域復興基金繰入金につきまして

は、令和２年７月豪雨からの生活再建や集落

の復旧、復興などを推進する財源に充てるた

めに、球磨川流域復興基金から一般会計に繰

り入れたものでございます。 

 なお、予算現額と収入済額との差、16億 

4,700万円余りにつきましては、基金を充当

する事業の所要額の減に伴うものでございま

す。 

 30ページをお願いいたします。 

 次に、諸収入ですが、五木村振興受託事業

収入につきましては、五木村からの要請を受

けて県が施工しております村道整備に係る受

託事業収入でございます。 

 資料の31ページをお願いいたします。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 まず、企画総務費につきましては、球磨川

流域復興局職員32名の職員給与費で、不用額

は、その執行残でございます。 

 次に、計画調査費ですが、主な事業は、備

考欄下段の事業概要に記載しております、五

木村振興交付金交付事業、球磨川流域復興局

運営費、球磨川流域復興基金交付金等でござ

います。 

 不用額の18億7,400万円余は、備考欄上

段、不用額を生じた理由に記載のとおり、主

に五木村振興交付金交付事業及び球磨川流域

復興基金交付金の所要額減に伴う執行残、そ

れから、球磨川流域復興局運営費の経費節減

に伴う執行残でございます。 

 球磨川流域復興局は以上でございます。 

 

○山口裕委員長 以上で企画振興部の説明が

終わりました。 

 それでは、順次質疑を受けたいと思いま

す。 

質疑はありませんか。 

 

○坂田孝志委員 今説明がありました球磨川

流域復興局の収入においても、随分予算現額

との差がございますが、所要額減による繰入

金の減となっておりますが、これは、各市町

村、大きく活用されているんですか。せっか

くこれだけの基金を設けたのに、今もう２年

過ぎましたが、まだまだ被害を受けた市町村

においては、いろんな事業をやりたいところ

もあるので、それは何ですか、制度の周知が

徹底しているんですかね。そういうことを感

じますけれども、いかがですか。 

 

○田浦政策監 ありがとうございます。 

 今御質問いただきました球磨川流域復興基

金の活用についてでございますけれども、ま

ず、今年度、多額の執行残と申しますか、そ

れを生じてございます。 

 これは、大変多額になってございますけれ

ども、１つは、球磨川流域復興基金と申しま

すのが、既存の制度では救えないものにつき

まして復興基金のほうで救おうということで

ございまして、その執行残の１つは、今、こ

の球磨川流域復興基金で予算化をしておりま

したが、それが国庫補助等に活用されたこと

によって執行残が生じたものというのが１つ

ございます。 

 それと、２つ目が、この基金、令和３年度

の決算でございますので、令和２年の10月ぐ

らいに積算をするということになってござい

ましたけれども、まだ令和２年７月から日が

たってございませんので、なかなか市町村の

ほうも混乱をしておりまして、どういった積

算をすればいいのかというところまでなかな

か手が至らず、正直申し上げまして、少し積
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算が過大になっていたというところがござい

ます。 

 ですので、１つは、国庫が使われたという

ことと少し見込みが多過ぎたということでご

ざいまして、予定した事業ができなかったと

いうことで余ったということではございませ

ん。 

 今坂田委員御指摘のとおり、これは非常に

市町村にとって使い勝手のいい基金になるよ

うにということで様々なメニューを考えてご

ざいますので、実際、市町村のほうにも御利

用いただいておりまして、様々な分野で使っ

ていただいているところでございますけれど

も、実は、私どもも、さらに活用していただ

けますように、各市町村を回って、こういっ

た事業がございますとか、ほかに事業でやっ

てもらいたいものがあればメニュー化いたし

ますということで、聞き取り等もしながら、

事業の制度化に努めているところでございま

す。 

 今指摘を受けまして、また今後とも事業の

制度の周知等につきまして、努力をしていき

たいと思ってございます。 

 

○坂田孝志委員 基金の項目にあったが、そ

れが国の補助事業の適用によって基金を使わ

ずにそれで対応できたと、そういうことは非

常にいいことだと思います。 

 熊本地震のときも、地域コミュニティー支

援事業だったかな、本来なかなか予算措置し

難いようなもの何かいろいろあったと思うん

ですが、地域コミュニティーを維持するとい

うような観点から、いろいろと柔軟に使える

ようにやったのが記憶に残っておりますが、

今回も、やはり様々なところで、細かなとこ

ろでそういう需要もあると思うんですよね。

もっと、やっぱり各自治体あるいはその自治

体からその先ですよね。集落というか、区と

いうんですか、やっぱりそこら付近の方々

が、こんなことに使えるんだということを分

かっていただいてもらえなければ、いや、困

っている困っていると言うだけでは駄目でご

ざいますから、よくよくそういう細かな内容

を各住民の方々に周知していただきたいなと

願っております。 

 そして、この復興が、まあ大きな復興は復

興でありますけれども、やはり住民の身近な

ところの復興がより推進されることを願って

おりますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

 

○田浦政策監 ありがとうございます。 

 今御指摘を受けましたとおり、被災者の方

々に寄り添いながら、細かいニーズを酌み上

げられるよう、今後も努力してまいりたいと

思います。ありがとうございました。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 働き方改革の件でお尋ねし

たいと思います。 

 ＩＣＴを活用した働き方改革は、もう当然

進められておりますし、今回、コロナの中で

さらに進んできている部分もあろうかと思っ

ております。 

 その中で、県庁の中における働き方改革の

進捗状況というか、このＩＣＴを活用した、

テレワーク等を含めて、様々な形でやられて

いると思いますが、その効果的なものがどの

程度あったのか。当然、これからもこれは続

けていかれる話になるというふうに思ってお

りますけれども、その先の見通し等も含めて

お尋ねいたします。 

 

○黒瀬システム改革課長 御質問ありがとう

ございます。システム改革課でございます。 

 昨年度まで、県庁内のＤＸを推進するとい

うことで、まず、今お話のありましたリモー

トワーク、それからオンライン会議の仕組み

というのを整えてまいりました。 
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 今年度に入りまして、コロナの数が大分増

えたタイミングで、このリモートワーク用の

仕組みという、実際、我々の熊本県で入れて

おりますのが、テレットという仕組みを入れ

ておりますけれども、それの利用率もかなり

高くなっておりまして、特に一番高かったの

が、８月に月間の延べの利用者数が9,000を

超える数利用していただいております。 

 こういう形でリモートワークのほうは進め

ておりますし、オンライン会議の仕組みのほ

うも、今後も進めております。実際に、利用

率というのはかなり上がってきております。

というところでございます。 

 また、本年度は、職員向けのデュアルモニ

ターのほうの整備であったりとか、あるいは

新しく議会棟のほうにも、庁内無線ＬＡＮの

ほうを整備するということで予定をしており

ます。 

 今後の進め方でございますけれども、業務

の効率化に資するようなシステムの導入であ

ったり、あるいは県民の方の利便性を向上す

るような仕組みのほうの導入を検討していく

ということを考えておるところでございまし

て、庁内の各課とともに、庁内のＤＸ、それ

から県民の方々の利便性が向上するようなＤ

Ｘを進めていこうというふうに考えておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員 そのような形で今後進めら

れていくということで、分かりました。 

 現状において、この経済的な効果という

か、どの程度それが、何というかな、経済と

リンクした部分において、これをやることに

よって全体的な利益というか、そういうのが

どの程度出ているかというのは、何か試算と

か何かありますか。 

 

○黒瀬システム改革課長 実際には、申し訳

ございません、まだ経済的な効果がどの程度

というのは把握をしておりません。 

 一例で大変恐縮ですけれども、申し上げた

いと思います。 

 我々のデジタル戦略局のほうでは、昨年度

から、庁内のよその部局よりも先行して、先

ほど申し上げましたデュアルモニターを全職

員に配置をしております。 

 その結果でございますけれども、ペーパー

レス化といいますか、コピー機の使用量の減

というのが出ておりまして、昨年度10月にデ

ュアルモニターを全職員に配備しております

が、それ以降、11月から翌３月まで、５か月

間でございますが、令和２年度の11月から３

月までと比較しまして、約３割減、72％とい

うような数字が出ております。 

 こういうものを全体的に調べていきまし

て、今藤川委員のほうからも御質問のあった

経済的な効果というのを出していかなければ

ならないというふうに考えております。 

 御質問にお答えしているかどうか分かりま

せんが、すみません、以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員 分かりました。 

 どちらにしろ、最終的に県民の利益につな

がるような形でやっていっていただければと

考えておりますので、そういう部分におい

て、やっぱり県民も、デジタル化の中で、そ

この中で恐らく生活していかなきゃいけない

時代がもう近くに来ているというふうに考え

ております。 

 昨今出ているのが、マイナンバーカードに

保険証のひもづけであるとか、免許証のひも

づけであり、様々なことがこれからも起こっ

てくるというふうに考えておりますので、そ

の部分を県民に周知徹底していただいて、そ

こに参画できるような仕組み、それも簡単に

参加できるような仕組みをつくっていただけ

ればと思います。 

 まだまだ、やっぱり高齢者にとってはハー

ドルが高いと思います、現状の中では。現在
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も、マイナンバーカードは56％ぐらいという

ふうに全国で聞いております。熊本県、市―

―熊本市は結構伸びているという話は聞いて

おりますけれども、そういう意味おいて、県

民に周知方、そして、今言ったように、簡単

に入れるような仕組みを国とともにこれは考

えていただければというふうに考えておりま

すので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

 

○中村亮彦委員 交通政策課にお尋ねしたい

んですが、附属資料の３ページの２段目、空

港アクセス鉄道の整備調査に係る経費につい

てお尋ねしたいと思います。 

 まず、２つだけちょっと確認させていただ

きたいんですが、8,200万円余のこの予算額

は、これは３つのルートの選定に係る調査の

費用なのかということと、あと、２点目が、

繰越額が3,400万円余ということで、半分ぐ

らい残っているんですけれども、一番右の進

捗率から言うと95％ということになっていま

すから、もうほとんど終わっているというふ

うに見えるんですけれども、この調査はこれ

で終わりなのかという２点をまず確認させて

いただきたいと思います。 

 

○坂本交通政策課長 まず、御質問の１点目

の8,200万円の予算につきましては、追加調

査をする前の分のいわゆる、何といいます

か、委託経費の分も入っています。追加調査

に係る経費というのがこの繰越額の3,460万

円余という形で、予算につきましては、それ

以前の調査費も入っておりますけれども、追

加調査に関しましては、この繰越額の3,460

万円余が、３ルートの追加調査に係る経費と

いうことで御理解いただければよろしいかと

思います。 

 執行につきましては、契約期間といたしま

しては、年内12月までという形で鉄道・運輸

機構と委託をしておりまして、必要な調査を

お願いするときに、随時金額をお支払いして

いくという形で、中間調査取りまとめまでに

かなりの調査をお願いいたしましたので、執

行率としては95％という形になっておりま

す。期間といたしましては、年内という形で

ございます。 

 以上でございます。 

 

○中村亮彦委員 ちょっと前の資料がないの

で、ここで私の記憶なんですが、三里木ルー

トだけを調査したときに、１年目がたしか 

5,000万ぐらいの調査費がついていたと思う

んですよ。たしか２年目が7,000万ぐらいつ

いていたと思うんですね。その調査費がもし

これに入っとるとするならば、3,400万円

で、だから、１億2,000万ぐらい合計かかっ

とったと思うんですね、三里木のやつは。そ

れから、３ルートにして、あと3,400万とい

うことになりますと、非常に安いような気が

するんですけれども、これはいかがかなとま

ず思い……比較です、比較。 

 

○坂本交通政策課長 委員御指摘のとおり、

これまで累次、平成30年度から調査を進めて

まいりまして、その時々で前提条件であった

り、あるいはその調査の手法で、手法といい

ますか、どれだけ深掘りをするかという部分

の中で進めてまいりまして、御案内のとお

り、三里木ルートの調査の中でも、数回に分

けて１億円の調査をしているという事実はご

ざいます。 

 今回の調査につきましては、その調査結果

も活用しつつ、３ルートについて、時間の制

約の中で必要な比較調査をするということで

の3,400万円ということですので、以前の調

査結果も当然これには活用されているとい

う、我々としては理解でおります。 

 以上でございます。 

 

○中村亮彦委員 三里木駅１つのルートだけ
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で１億円ぐらいで――まあ、それは混ざり合

っていますから、どこでどう振り分けられた

か分かりませんが、ただ、やっぱり3,400

万、非常に何か安いなという疑問を持ったか

ら今質問させていただいたんですが、恐らく

三里木ルートを一旦やったときに、Ｂ／Ｃと

か需要予測とか、その辺の算出の仕方といい

ますか、その辺のところが、まあ初めての調

査だから、やっぱり大変時間も労力もかかっ

たんだろうと思うんですね。そのやり方を、

原水、それから大津というふうに、まあ１回

テンプレートがあったから、それに合わせて

こうやっていったから多分こうやって安いと

いいますか、低額で調査ができたんだという

ふうに思いますが、数字を見る限りにおいて

は、何かちょっとあまり少ないものですか

ら、十分なのかなというふうな疑問を持った

からちょっと言ったんですが、ということ

は、前回、高速交通の委員会で出していただ

いたあの資料、これはもう要約して出してい

ただいたと思うので、本当の資料というのは

物すごい量だというふうに思うんですけれど

も、要約していただいたあの資料でもう十

分、十分だといいますか、あれ以上の資料は

もう出ないということ、これでよろしいです

か。 

 

○坂本交通政策課長 基本的には、今回の調

査委託に関しての基本的な数字としての調査

については、あの結果の比較で御説明をした

ということでございますので、委員御指摘の

とおり、あの中間報告がほぼほぼ概要をまと

めたものという理解でよろしいかと思いま

す。 

 

○中村亮彦委員 繰越額の95％進捗している

ということですから、そういうことだろうと

いうふうに思いますので、あの資料に沿って

また――別の委員会でも言いましたけれど

も、十分な説明、よろしくお願いしたいと思

います。 

 以上でございます。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩田智子委員 移住定住促進事業について

お尋ねします。10ページです。 

 この主な成果を見ると、2,025人が、令和

３年度、本県に移住したというふうに書いて

ありますけれども、増えているのかどうなの

かというのをお尋ねします。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 2,025人、こちらのほうは、前年度と比較

しますと、若干ですけれども、増えておりま

す。前年度が1,700人ほどでございましたの

で、その辺りは――２年度、減ったのはコロ

ナの影響等もあったのかなと思いますけれど

も、一旦落ち込んで、それからまた３年度、

再び伸びてきているという、そういう状況で

ございます。 

 

○岩田智子委員 福岡に何か窓口をつくって

いらっしゃいますよね。福岡のその状況をち

ょっとお聞かせいただきたいんですけれど

も。 

 

○久保田地域振興課長 福岡は、委員御指摘

のとおり、７月に移住の相談窓口を新設させ

ていただきました。天神にあります福岡事務

所内に置いております。 

 

○岩田智子委員 今年ですか。 

 

○久保田地域振興課長 今年です。今年から

で、それは、今までは県庁とあと東京、それ

から大阪に移住の相談の窓口を置いておった

んですけれども、やはり福岡が本県からの一

番人口の流出先というところがありますもの
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ですから、今までも出張の相談会等はやって

おったんですけれども、さらにてこ入れが必

要だというところで、今年から移住相談窓口

を設置させていただいております。 

 

○岩田智子委員 まあ、少し増えている――

コロナの状況とかもありながら、いろいろ施

策をされていると思いますけれども、移住の

定住率というかな、移住してきた方が、やっ

ぱり、そういうのというのは調べられてない

んですかね。 

 

○久保田地域振興課長 私ども、今この移住

者数というのは、住民窓口等でのアンケート

調査で、外から入ってこられた方、例えば転

勤とか業務の都合で来られている方は除い

て、自発的な意思で本県のほうに転入されて

きた方を移住者数というところで把握してお

るんですけれども、どのくらい定住されたか

というところまでは、申し訳ございません、

今現状把握できておりません。 

 

○岩田智子委員 ありがとうございます。 

 今日、ちょっと新聞で、村おこしの方々が

途中で辞めて帰っちゃうとかいう話がちょっ

と出ていたので、定住のことも気になってい

るんですけれども、熊本、いっぱいいろんな

方が来られるように、また頑張っていただき

たいなと思って質問しました。 

 以上です。 

 

○堤泰之委員 御質問です。12ページの持続

可能な草原の維持システムの構築推進事業と

ありましたけれども、これは具体的には野焼

き等も絡んでいるような事業なんですか。そ

ちらとはまた別の事業ですか。 

 

○久保田地域振興課長 こちらのほうは野焼

きもやっておりまして、具体的には、例えば

センサーとかカメラとかのついたドローンを

活用した、そういうＩＣＴ技術を活用してよ

り安全で効率的な野焼きができないかとか、

そういったところですとか、あるいは毎年輪

地切りで防火帯を整備して、野焼きに先立っ

て輪地切りということで延焼しないようにし

ているんですけれども、それが毎年毎年とい

うのも手間になるので、恒久防火帯、そうい

ったものを整備するといったような取組をこ

の事業の中ではやっております。 

 

○堤泰之委員 今年度、結構飛び火があっ

て、かなり損害が出たと聞いておりますし、

それによってちょっと牧野の野焼きの維持が

できなくなる可能性があるということも聞い

ておりますけれども、そういった方に対する

今後の補助というか、支援策というのはござ

いますでしょうか。予算として、そういった

ものも入った予算と見てもいいですか。 

 

○久保田地域振興課長 恒久防火帯の整備

等、延焼対策というのは、既存の事業の中で

もやっております。 

 委員御指摘のとおり、やはり延焼による火

災、それに伴って、場合によっては補償、賠

償責任を負われるケースもあるというところ

で、その辺りを懸念されて野焼きをやめたい

とおっしゃるケースもあるというふうには聞

いております。 

 ですから、その辺り、まだ――そういった

声は聞いていますが、現状、次年度に向けて

の取組ということになってきますので、今ま

だ検討している段階ではございますけれど

も、やっぱりそういった野焼き延焼に伴う負

担、例えば損害保険の活用とか、そういった

ことができないかとか、そういったところ

は、ちょっと新年度の予算編成に向けまし

て、しっかりと検討していきたいと思ってお

ります。 

 

○堤泰之委員 ありがとうございます。 
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○山口裕委員長 ほかに質疑は。 

 

○坂梨剛昭委員 説明資料の３ページで、世

界チャレンジ支援寄附金、また、企業版のふ

るさと納税ということで、まち・ひと・しご

と創生寄附金、この予算現額と調定額、収入

済額も含めた中で、その比較としてかなり違

いが出ているのかなと。ここのその違いをち

ょっと詳しく教えてもらえないでしょうか。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 今委員御指摘ありました、この寄附金の部

分の差額についての詳細の説明ということで

させていただきます。 

 世界チャレンジ支援寄附金、こちらにつき

ましては、当県で行っております若手芸術家

の方ですとか、あとは高校生、こういった方

の留学の支援、こういったものをしておりま

す。 

 ここの部分の比較の差額については、備考

欄に記載のありますとおり、寄附金の減とい

うところになっております。 

 我々様々な手段を通じて、県の各経済界の

方ですとか、そういった方にお願いをしなが

ら今寄附金を募っているところであるんです

が、コロナ禍の影響もありまして、実体とし

て見込んでいた寄附金より少なかったという

ところがこの差額に表れております。 

 これについては、とても若者の方の海外へ

のチャレンジのきっかけになる大切な事業だ

と認識をしておりますので、コロナも少しウ

ィズという形にもなってきております。引き

続き、この御寄附を御理解いただけるよう

に、活動を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 続きまして、その２つ下のまち・ひと・し

ごと創生寄附金、こちらの部分になります。 

 こちらは、いわゆる企業版ふるさと納税で

頂いた御寄附の額ということになっておりま

す。 

 こちらは、先ほど冒頭私も少し御説明をさ

せていただいたんですが、当県、企業版ふる

さと納税を本格的に受入れを始めた年が令和

２年度からになっております。 

 これは、国の税制の控除の制度もこの年に

大幅に変わっておりまして、いわゆる節税の

効果が６割から最大９割に上がるですとか、

あとは各自治体が行う地方創生の事業に割と

幅広く充てられるというような制度改正もご

ざいまして、当県としても、この令和２年度

から、ぜひ活用させていただきたいというこ

とで進めました。 

 御存じのとおり、令和２年度は、７月に豪

雨災害が発生をしておりまして、大変ありが

たいことに、この初年度の令和２年度という

ものは、かなり大きな額を御寄附いただいて

おりまして、約1.6億円余りということで、

これは、市町村ではないんですが、道府県の

中でのランキングで１位の額を頂いておりま

す。 

 そういったところもありまして、次の年度

の令和２年度の秋に、来年度どのぐらいの額

を頂けるかというのを積算を少し多くさせて

いただいておりました。結果として、令和３

年度は、ここに記載ありますように、1.7億

円余というところになりまして、その結果、

この差が生じてしまっております。 

 ただ、この令和３年度の1.7億円余も、非

常に大きな金額でして、実は２年連続道府県

で１位の額になっております。それだけ、他

の県の出身の企業の皆様からも、熊本県に非

常に大きな寄附を頂いているという実績がご

ざいます。 

 引き続き、いろんな事業に活用させていた

だきたいと考えております。 

 以上になります。 

 

○坂梨剛昭委員 引き続き、世界チャレンジ

支援に関しましては、若い方々が挑戦するよ
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うな形で県行政としてもしっかり発信をして

いただき、増額になるように努力していただ

きたいなというふうにも思いますし、企業版

ふるさと納税に関しましても、ＴＳＭＣも含

めて、様々な可能性がこれから熊本は生まれ

るぞというふうなところをしっかり発信して

いただくことが大事なのかなというふうに思

いますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 以上です。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○緒方勇二副委員長 10ページの計画調査費

の中の地域づくりチャレンジ推進事業のこと

でお尋ねいたします。 

 冒頭、部長からも、昨年の決算特別委員会

で指摘を受けて、各地域づくりの団体にとっ

ては使い勝手がよく、喜ばれている補助金で

あるが、偏在があるという御指摘があったと

いうことであります。 

 より丁寧に制度を周知して、事業活用を呼

びかけましたということで、件数は増えてい

ると思いますけれども、以前、里モンがあり

ましたですね。定額助成の50万。地域のいろ

んな地域課題を解決する、地域づくりの芽吹

きを支援する入り口として、非常に使い勝手

がよかった。その役割が終わって、今度地域

づくり、この辺まで拾い得たのか、あるいは

丁寧に説明をして、地域への偏在がなくなっ

て――私、何を言わんとするかと言うと、補

助金の申請に慣れている人たちだけが使い勝

手がいい地域づくりチャレンジ事業じゃない

のかなという気が片方でするんですね。 

 先ほど、坂田委員からも、復興基金の球磨

川のあの豪雨枠もつくっていただいて、夢チ

ャレのほうにもありますけれども、本当は球

磨川の復興基金でソフト事業で救い得て、失

われた地域づくり、持続可能な地域づくりの

上には、もっと復興基金を活用されてしかる

べきだろうと私は思っているほうなんですけ

れども、このこと、この地域づくりチャレン

ジ推進事業の過渡期を経て、里モンが定額助

成であって、あれは３か年でしたかね、こう

やっていろんな段階を踏んで、いよいよこう

いう地域づくりチャレンジ事業に昇華してい

ったというふうに思っているんですけれど

も、72件ですか、この辺の不用額等もあった

り、執行残もありますけれども、里モンであ

れだけアワード、賞もつくって、地域づくり

のこともやってきた、それで、どうぞ地域づ

くりチャレンジ推進事業でやってくださいと

いうことで、ここに執行残があるわけですけ

れども、そういう過渡期を経た今後の――県

内各地に地域課題はたくさんありますけれど

も、そういうことに果敢に挑戦する各種団体

についてどのようにお考えだったのか、ちょ

っとその辺の取組が、残が起きた理由です

ね、しっかりちょっと説明していただきたい

です。 

 

○久保田地域振興課長 地域づくりチャレン

ジ推進事業につきましては、10ページの資料

にございますとおり、昨年度、2,990万円余

の執行残という形で出ております。 

 こちらのほうが、予算の規模感から御説明

させていただきますと、昨年度の当初予算で

は、通常分の4,600万円余と、それから７月

豪雨分で4,000万、8,600万円余の当初予算が

３年度の当初ございました。それに併せまし

て、前年度、２年度の２月補正予算でコロナ

の交付金を活用しまして１億8,900万円余の

予算を確保しておりまして、こちらのほう

が、まあ２月補正ということで全額繰り越し

てきております。ですので、３年度は、当初

と２月補正の繰越分を合わせまして２億 

7,600万円の予算からスタートしているとい

うところでございます。 

 その中で、３年度の当初分につきまして

は、最終的に――一部減額補正もしたんです
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けれども、400万円ほど、最終的に地域団体

のほうで思ったように事業が取り組めなかっ

たという面で執行残が出てきた部分でござい

ます。 

 一方で、２月補正の分、コロナの分につき

ましては、こちらのほうも、当初分と合わせ

て３回の募集を行ったんですけれども、最終

的には2,500万ほど、１億8,900万のうちの 

2,500万円、全額は使い切れませんでしたけ

れども、１億5,000万円ほどは活用させてい

ただいたというところでございます。 

 その結果としまして、先ほど部長の御説明

の中では、４年度が72件ということで増えて

いると。３年度につきましても、68件の事業

を採択しております。こちらが、前年度、２

年度が34件でございましたので、倍以上に増

えているというところでございます。 

 偏在というところでいきますと、地域の自

発的な取組を促していくという部分もござい

ますものですから、なかなかやっぱり、市町

村別に見ていけば、全く手が挙がってないと

ころというのも正直ございますけれども、そ

の辺りは引き続き周知を図って、活用をして

いただけるように働きかけていきたいと思っ

ております。 

 それが夢チャレのいわゆる補助金の部分で

ございますけれども、それ以外に、地域課題

解決プロデューサー人材活用事業というのも

ございまして、これは、結局、地域のために

何かやりたいけれども、ちょっとどうしてい

いか分からない、やり方が分からないという

方に対して、実際にその地域づくりをやられ

ている方々をプロデューサーとして派遣しま

して、伴走型の支援を行っていただくという

ことで、こちらは、プロデューサーの方も限

りがあるものですから、年間４件ほどしかで

きておりませんけれども、こちらにつきまし

ても、次年度以降は、例えばもうちょっと横

展開できるような、何かそういうプロデュー

サー人材による地域団体の支援の仕組みをも

う少しほかの方々にも広げていって、同じよ

うに地域づくりに一から取り組んでいただけ

るように、そういった形で取り組んでまいり

たいというふうに思っております。 

 

○緒方勇二副委員長 ありがとうございまし

た。 

 里モンから地域づくりチャレンジ事業に上

がってきた人たちの団体って、多いものなん

ですかね。 

 

○久保田地域振興課長 申し訳ありません。

ちょっと今、里モンのときの支援団体の皆様

と今の採択されている事業者と、ちょっと突

合したデータというのがございませんもので

すから、申し訳ございません。 

 

○緒方勇二副委員長 すみません。ありがと

うございました。 

 ああいう芽吹きをしっかり育んでいただい

て、本当に使い勝手がよくて、本当に取り組

みすい補助、定額助成でした。 

 結果、そのことをもって地域課題を解決す

るプロデューサーの派遣事業もされて、いろ

んな掘り起こしをやっていただいて、非常に

ありがたいことです。 

 で、63件のうちで１億8,000万を使い切っ

た予算だったんですか、これは。そういうふ

うに考えていいんですよね。 

 

○久保田地域振興課長 68件は、通常分も含

めて、全ての――１億8,900万というのは、

コロナ対策分ですね。それで、通常分と７月

豪雨分で、当初予算分の8,600万の２億7,600

万円でございます。そのうちの――ただ、執

行残が2,900万ほど出ておりますので、それ

以外の事業で、まあ夢チャレの補助金以外に

も、そのプロデューサー人材活用事業ですと

か、ほかの事業もございますけれども、この

２億7,000万余りの予算の中で、夢チャレの
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補助等も取り組ませていただいているという

ところでございます。 

 

○緒方勇二副委員長 ありがとうございまし

た。 

 ぜひ、より丁寧に制度を周知していただい

て、意外と市町村を経てやるものですから、

なかなか皆さん方、本当は自前でたくさんや

っておられる活動に対して、こういうことが

ハード事業で本当はしたいんだよねという相

談をよく受けます。だけど、なかなかハード

ルが高いようにも見えるので、そこを、せっ

かく事業活用を呼びかけていただいて、育ん

でいただきたいと思いますので、今後ともど

うぞよろしくお願いします。 

 

○久保田地域振興課長 夢チャレの補助金に

つきまして、100万円以下の申請をされる団

体につきましては、３年度に一部申請様式の

簡素化を図ったりとか、より使い勝手がよい

ようにしておりますので、あとは今まで以上

に周知が図れるように、市町村ともそうです

し、広域本部あるいは振興局とも連携しまし

て、さらに周知に取り組んでまいりたいと思

っております。 

 ありがとうございます。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○堤泰之委員 すみません、ちょっと重ねて

になりますが、地域づくりチャレンジ推進事

業について、これは、たしか１回目、初めて

やる事業についてのみ補助金が出たんじゃな

いかという記憶だったんですけれども、そう

でしょうか。 

 

○久保田地域振興課長 こちら、最高３年間

までは活用していただけます。 

 

○堤泰之委員 ３年間いいんですね。 

 

○久保田地域振興課長 はい。 

 

○南部隼平委員 先ほど坂梨先生が質問され

た企業版のふるさと納税について、ちょっと

詳しくお聞きしたいんですけれども、今現

在、もちろん入ってくるお金があって、１億

7,000万余りというところで、それは、具体

的にその使用用途がある程度決まっていると

思うんですけれども、そこの具体的な内容に

ついて教えていただいていいですか。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 今の委員の御質問は、その企業版ふるさと

納税で頂いたお金が、具体的にどういった事

業に使われているかという、そういった御質

問ということでよろしいですか。 

 

○南部隼平委員 はい。 

 

○小川企画課長 分かりました。 

 先ほど御説明させていただいたとおり、当

県、非常に多くの企業版のふるさと納税を頂

いております。 

 少し制度は複雑にはなるんですが、熊本県

のほうで、県庁内で様々な事業がありまし

て、その事業を一つ一つパッケージをしまし

て、それに対して、国の例えば地方創生の交

付金ですか、こういった事業も活用しながら

様々な事業がされております。そういったそ

れぞれの事業の中に、企業様から頂いた寄附

金が一定程度充当されて、活用をされており

ます。 

 今日は企画振興部ですので、例えば企画振

興部の中で言いますと、先ほどから話が出て

おります地域振興課がメインでやっておりま

す移住、定住の関係の事業、こちらも地方創

生の交付金の事業の一つとなっておりまし

て、これに企業版ふるさと納税で頂いた額も

一定程度充てられて、活用をさせていただい



第３回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和４年10月14日) 

 - 20 - 

ております。 

 以上です。 

 

○南部隼平委員 ありがとうございます。 

 お尋ねしたのが熊本県なので、やっぱりあ

る程度県内全域に関わる、それに資するもの

ということがもちろん大前提になると思うん

ですけれども、ほかの市町村とかを見ます

と、非常にやっぱり企業側のメリットとして

も大きいというところで、例えば大田市とか

では、新設のアリーナを造る際に、この企業

版ふるさと納税を数十億円オープンハウスさ

んから頂いて、そういった施設を新しく造る

と、そういったことにも活用されておりまし

て、実際、これはヴォルターズさんとかから

も非常に要望があったりとか、そういったこ

ともあったんですけれども、県全体でという

のはなかなか、市町村のほうがそういう場合

は親和性が高いのかなとは思うんですけれど

も、そういった、県もスポーツ施設、あらゆ

る施設が非常に老朽化して、今後、改修なり

新設なりということを検討している中で、や

はりこの企業版ふるさと納税というのは、ス

ポーツ施設を新しく造る上でも、新たなスキ

ームとして非常に注目されているというとこ

ろでもありますので、ぜひそういったスポー

ツとか、スポーツによる地方創生ということ

もありますので、そういったところにもぜひ

目を向けていただきたいなというふうに思っ

ております。 

 何かあれば。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。あり

がとうございます。 

 我々としましても、全国、他の自治体で、

いわゆるそのスポーツ施設のためにこの企業

版ふるさと納税が活用されているということ

は承知をしております。 

 委員おっしゃるとおり、私も幾つか調べた

中では、いわゆる基礎自治体といいますか、

そういった場合が多いのかなという認識がご

ざいますが、いずれにしても、このスポーツ

施設の在り方につきましては、県でも大きな

課題と認識をしておりまして、これは、３年

度ではなく令和４年度の予算で、我々企画課

として、県内の幾つかあるこのスポーツ施設

の今後の在り方の検討というものを、今ちょ

うど委託をして進めております。 

 その中でも、ファイナンスの部分、資金調

達をどうしていくのか、公的な部分、後は民

間の部分、どう融合させて進めていくのか、

様々な手法があると思いますので、引き続き

我々も検討を進めて、勉強してまいりたいな

と考えております。 

 以上です。 

 

○前川收委員 関連でお願いします。 

 今南部委員からは、いただいたふるさと納

税の使い道の話についてのお話があったと思

いますが、企業版ふるさと納税については、

これは所管じゃないと思いますけれども、出

す側の企業が、非常に使い勝手が悪いと、出

したいけれども、なかなか損金扱いにもなら

ないとか、いろんな部分があって、これは皆

さん方は御承知おきないのかもしれません

が、たしか金融庁か何かが所管している内容

らしいですけれども、県内の金融機関が積極

的にこのことを集めようという意識を持って

動いていらっしゃるけれども、どうしても弊

害があると、つまり企業側から見た出しにく

い弊害というのがあるということでありまし

たので、もし分かれば教えていただきたい

し、調べていただいて、それは、我々側から

国の制度に対して、もうちょっとチャレンジ

してもいい課題があるんじゃないかいうふう

にも思っておりますので、御存じですか。 

 

○小川企画課長 企画課です。 

 今御指摘いただきましたその企業版ふるさ

と納税の、いわゆる使い勝手の部分になると
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思いますが……。 

 

○前川收委員 企業側からのね。 

 

○小川企画課長 はい。企業側からのという

ことになると思います。 

 先ほど御紹介させていただきましたその寄

附額については、６割から９割が税制優遇さ

れるということで、以前と比べると使い勝手

がよくなったのではないかなと我々としても

認識をしているんですが、例えば、当然これ

は寄附金になりますので、企業に対して寄附

を行うことの代償として、経済的な利益を共

有することは禁止というのがありまして、そ

ういった中で、例えば金融庁からですとか国

の内閣府から、こういった事業は当たらない

とか、そういった例はいろいろやはり示され

ておりまして、もしかしたらそういった部分

で――原則としては、もちろん駄目というの

はあるんですけれども、個別個別で見てきた

ときに、この寄附の精神に照らして妥当かど

うかというところの難しさが、もしかしたら

あるのかなというのは感じております。 

 そういった例も企業からお聞きをしつつ、

引き続き、企業の皆様から御寄附を頂けるよ

うに、県としても頑張ってまいりたいと思い

ます。 

 以上です。 

 

○前川收委員 まあ、納めていただかなけれ

ばならないというか、たくさん頂いたほうが

我々は助かるわけでありますが、出す側の企

業に、出したいというモチベーションがある

けれども、制度上の弊害があって、今おっし

ゃった部分なのかもしれませんが、そこをも

う少し低くしてくれとか、変えてくれればも

っと出しやすいんだけどという話をいただい

たことがあります。 

 どうぞ、これは、制度は国の制度なんです

けれども、県も頂く側として、たくさん頂け

るようにしたほうがいいわけですから、その

制度について、出す側の企業がどうお感じに

なっていらっしゃるのか、その部分をしっか

り研究してもらって、また教えてください。

ぜひ民間との連携もお願いします。 

 県内の某金融機関が、このことを一生懸命

やりたいと思って取り組んでいらっしゃるこ

とは御存じだと思いますけれども、そういっ

たものと連携しながら、問題点を我々も把握

して、制度を変えてもらうということに対し

ては、やっぱり国に対してもちゃんと訴えて

いくということが必要だと思いますので、ぜ

ひよろしくお願いします。 

 これは要望で結構です。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○前田敬介委員 すみません、監査結果指摘

事項からでも大丈夫ですか。 

 統計調査課の指摘事項のこの文章なんです

けれども、すみません、ちょっと自分がしっ

くりこなかったのでお聞きしたいんですけれ

ども、メールアドレスを誤って登録されて、

端末機種を変更、損害賠償という対応になっ

ていますけれども、メールアドレスの変更だ

けでいいのではないかと。そのセキュリティ

ーの問題とか、すみません、この文章だけで

分からないんですけれども、その辺の因果関

係が、説明と対応が何か合ってないような気

がするんですけれども、御説明をお願いしま

す。 

 

○馬場統計調査課長 今お尋ねいただきまし

た社会生活基本調査という調査の中に、オン

ライン回答状況管理システムというのがござ

いまして、調査員さんに対してオンライン回

答があった場合に、その情報が直接調査員に

メールが返るような仕組みがございます。調

査員は、そこに行って回収する必要がなくな

るという、そこで、そのシステムに登録する
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必要がございまして、調査員各自のメール

を。 

 で、メールアドレスを調査員さんたちから

紙で入手しまして、県職員がそのシステムに

手入力をすると、その際に間違って登録した

ものですから、メールが届かない、その情報

が調査員に届かないという状況がテストの期

間中に続きまして、そうなると、通常です

と、その各端末の設定の問題とか普通はある

んですけれども、それを、一回販売店のほう

に相談していただけないかということを県職

員が助言したと。 

 その助言に従って調査員さんが取扱店のほ

うに訪問されて、この機種に何か問題がない

かということで相談されて、いろいろ調べら

れたんですけれども、設定等に不具合はない

と。となると、最終的に機種の問題じゃない

かと、たまにございますということで、その

販売店と調査員さんの間で機種変更手続をさ

れたと。 

 ところが、よくよくその後調べますと、県

職員がメールアドレスを誤っていたと、登録

をですね。ですから、その県職員が調査員さ

んのメールアドレスを入力したということと

機種変更をされたという間に因果関係がある

ということから、県の賠償責任があるという

判断の下に、かかった費用等を賠償したとい

う内容でございます。 

 

○前田敬介委員 分かりました。 

 アドバイスミスというところで多分発生し

たのかなというところなんですね。分かりま

した。大丈夫です。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり) 

○山口裕委員長 なければ、これで質疑を終

了します。 

 午後１時まで休憩いたしたいと思います。 

  午前11時25分休憩 

 ――――――――――――――― 

  午後０時57分開議 

○山口裕委員長 休憩前に引き続き委員会を

再開します。 

 それでは、これより環境生活部の審査を行

います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで簡潔にお願いいたし

ます。 

 それでは、環境生活部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

します。 

 初めに、小原環境生活部長。 

 

○小原環境生活部長 令和３年度決算の説明

に先立ちまして、前年度の決算特別委員会に

おいて御指摘のありました施策推進上改善ま

たは検討を要する事項等のうち、環境生活部

の事項につきまして、その後の措置状況を御

報告いたします。 

 指摘事項は、「県立自然公園については、

維持管理に係る事業が進んでいない箇所が多

数あるので、適切に公園を管理できるよう、

地元の市町村や地域振興局と連携するととも

に、関係部局においても全庁的に連携強化を

図ること。」という御指摘でございました。 

 措置状況につきましては、広域本部及び地

域振興局で観光振興を所管する総務振興課、

観光施設の整備、管理を所管する林務課と当

部の自然保護課が意見交換等を行った上で、

県有自然公園施設が所在する15市町村全てを

訪問し、各施設の現状確認、要望等を把握す

るとともに、今後の対応方策等について協議

を行いました。 

 具体的には、観光振興の観点から、今後と

も、必要な施設については、改修や再整備等

の優先順位をつけ、毎年度計画的に改修等を

実施いたします。 
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 なお、現有施設を全て維持、管理するため

に必要な予算を確保していくことは困難であ

ることから、総務部等とも協議の上、施設の

改修等を実施した上での市町村への譲渡、使

用頻度が少ない等必要性の乏しい施設につい

ては撤去を行うなど、県有施設の総量削減に

も取り組んでおります。 

 今後とも、市町村及び広域本部、地域振興

局、そして総務部等の関係部局と連携し、施

設の必要性や改修の緊急性等を考慮した上

で、施設の改修、適正管理等に取り組んでま

いります。 

 御指摘に係る措置状況は、以上のとおりで

す。 

 続きまして、環境生活部の令和３年度決算

概要につきまして御説明申し上げます。 

 説明資料の１ページをお願いいたします。 

 令和３年度歳入歳出決算総括表の左端、区

分欄のとおり、当部に関連する会計は、一般

会計及び熊本県のチッソ株式会社に対する貸

付けに係る県債償還等特別会計の２会計でご

ざいます。 

 まず、歳入でございますが、最下段の予算

現額114億6,400万円余に対しまして、調定

額、収入済額は、ともに112億7,300万円余

で、不納欠損及び収入未済はございません。 

 また、予算現額と収入済額との差額であり

ます１億9,100万円余は、主に事業繰越しに

伴う国庫補助金の減によるものです。 

 次に、歳出でございますが、最下段の予算

現額191億2,600万円余に対しまして、支出済

額は181億1,500万円余、繰越額は５億100万

円余、不用額は５億900万円余でございま

す。 

 不用額が生じた主な理由は、水俣病総合対

策事業における療養費の支給額が当初の見込

みを下回ったこと及び入札に伴う執行残など

でございます。 

 以上が環境生活部の令和３年度決算の概要

でございます。 

 詳細につきましては、各課長が説明いたし

ますので、御審議のほどよろしくお願い申し

上げます。 

 

○山口裕委員長 引き続き、各課長から説明

をお願いします。 

 

○江橋環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 最初に、今年度の定期監査におきまして、

環境生活部への指摘事項はございませんでし

た。 

 それでは、環境政策課の決算について御説

明します。 

 資料２ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入ですが、不納欠損額、収入

未済額はございません。 

 国からの新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金につきまして、予算現額と

収入済額の差が165万円余ございますが、こ

れは、令和４年度に事業を繰り越したことに

よるものでございます。後ほど附属資料のほ

うで御説明いたします。 

 ３ページは、歳出でございます。 

 上段の一般管理費は、災害対応等で人事課

から特別配当を受けた職員の時間外勤務手当

等でございます。この項目につきましては、

各部局の筆頭課に一括して計上することとな

っております。 

 中段の公害対策費は、職員給与費のほか、

環境生活部政策調整事業、水銀フリー推進事

業などでございます。 

 繰越額165万円余ございますけれども、こ

れも後ほど御説明します。 

 また、不用額531万円余につきましては、

待ち受け予算であります政策調整事業の執行

残及び新型コロナウイルスの感染拡大に伴う

入国制限によりまして、水銀研究留学生の入

国が遅れたことによる奨学金等の支給分の額

等になります。 
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 下段の諸支出金は、次に御説明しますチッ

ソ株式会社に対する貸付けに係る県債償還等

特別会計への繰出金でございます。 

 ４ページをお願いします。 

 チッソ関連の特別会計でございます。 

 最初に、この特別会計の概要を御説明しま

す。 

 チッソが行う補償金の支払いに係る資金の

貸付けや水俣・芦北地域振興財団がチッソに

対して行った一時金の支払いに係る資金等の

貸付けのために発行した県債の償還などを円

滑に行うための特別会計でございます。 

 各項目については、備考欄の説明書きを御

参照いただきたいと思います。 

 チッソへの金融支援につきましては、閣議

了解に基づき、県が患者県債や一時金県債等

を発行して貸付けを行いますとともに、チッ

ソの経常利益の中から可能な範囲で県に返済

を求めております。この返済額が県債の償還

額に不足する場合は、その８割を国庫補助

金、残りの２割を全額交付税措置がある特別

県債を発行しまして、県の償還財源に充当し

ております。 

 それでは、内容を御説明いたします。 

 まず、歳入について、全ての項目で、不納

欠損額、収入未済額はございません。 

 ページ上段のチッソ貸付金元金及びその下

の利子の合計１億700万円余は、水俣病認定

患者に対する補償の支払いのため、チッソに

貸し付けた貸付金の返済金でございます。 

 中段の水俣病問題解決支援財団出資費２億

7,600万円余は、いわゆる平成７年一時金県

債の元利償還のための一般会計からの繰入金

でございます。 

 下段の国庫支出金４億2,900万円余は、先

ほど触れましたチッソからの返済額が償還額

に不足する分の８割に相当する国からの補助

金となっております。 

 ５ページ上段の一般会計繰入金11億6,800

万円余は、特別県債の元利償還に必要な資金

の繰入れ、中段の県債は、後ほど歳出に出て

まいりますけれども、チッソに対する特別貸

付金１億600万円の財源として発行した県債

の額になります。こちらにつきましては、全

額交付税措置されております。 

 下段の一般会計繰入金７億5,600万円余

は、平成22年の水俣病特措法に伴う一時金県

債に係る元利償還金に対する繰入金でござい

ます。 

 歳入は以上です。 

 続いて、６ページからが歳出になります。 

 まず、上段のチッソ貸付費５億3,600万円

余は、水俣病認定患者に対する補償のための

県債の元利償還金でございます。 

 中段の水俣病問題解決支援財団出資費２億

7,600万円余は、平成７年一時金県債の元利

償還金でございます。 

 ７ページ上段の支援措置費のうち特別貸付

金１億600万円は、特別県債によるチッソへ

の貸付金となっております。 

 中段の公債費11億6,800万円余は、特別県

債の元利償還金でございます。 

 利子償還に不用額43万9,000円ございます

けれども、これは、予算要求時点の利子の見

込額との差によるものでございます。 

 ８ページをお願いします。 

 一時金支払関係支援費７億5,600万円余

は、平成22年の特措法に伴う一時金県債の元

利償還金でございます。 

 続きまして、繰越事業につきましては、附

属資料のほうの１ページをお願いします。 

 水銀フリー推進事業におきまして、水銀削

減に関する普及啓発、情報発信のための動画

作成に必要な費用を令和３年度２月補正で計

上いたしましたが、年度内に十分な事業期間

を確保することができず、繰り越したもので

ございます。年度内に事業完了の見込みでご

ざいます。 

 環境政策課は以上です。 
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○入田水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 説明資料の９ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

つきましては、下から２段目、水俣病総合対

策事業費補助が主なものとなっております。

これは、医療事業における対象者数の減によ

り、歳入予算は減額補正しておりますが、国

からの補助金は、年度当初の申請額により交

付されるため、差額が生じるものでございま

す。 

 なお、この差額は、本年度国に返還いたし

ます。 

 続きまして、歳出について御説明させてい

ただきます。 

 11ページをお願いいたします。 

 公害保健費について、不用額２億4,900万

円余の主なものは、水俣病総合対策費等扶助

費における対象者数の減、胎児性・小児性水

俣病患者等の地域生活支援事業における新型

コロナウイルス感染症の影響等によるサービ

ス利用回数の減により、それぞれの実績が見

込みを下回ったことによるものでございま

す。 

 水俣病保健課は以上です。 

 

○枝國水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 説明資料の12ページお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにありません。 

 表の２段目の公害健康被害補償事業事務交

付金で167万円余、収入済額が予算現額を下

回っております。 

 この交付金は、水俣病認定検診や審査など

認定審査業務に要する経費について、国から

２分の１が交付されるものですが、新型コロ

ナウイルス感染拡大のため、水俣病の検診等

の実施を一時見合わせたことなどに伴い、交

付額が予算現額を下回ったものです。 

 続きまして、歳出でございます。 

 13ページお願いします。 

 最下段の公害保健費について、3,964万円

余の不用額が出ております。 

 これは、右側の備考欄に記載のとおり、新

型コロナウイルス感染拡大の影響等に伴い、

水俣病の検診等に係る支出額が当初の見込み

を下回ったことによるものでございます。 

 なお、翌年度への繰越額はございません。 

 水俣病審査課は以上です。 

 

○吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 説明資料の14ページをお願いします。 

 歳入でございますが、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 15ページの４段目、環境保全基金繰入金に

つきまして、予算現額に対して収入済額が

350万円余の減額となっております。これ

は、基金充当事業の実績額が、所要見込額を

下回ったことに伴いまして、基金の取崩し額

も減額となったものでございます。 

 16ページをお願いします。 

 16ページ下段の計画調査費ですが、これ

は、主に企業局の工業用水道事業の資金不足

に対する貸付金のほか、地下水保全などを行

うものです。 

 不用額190万円余は、経費節減等に伴う執

行残でございます。 

 17ページ２段目の公害対策費ですが、これ

は、地球温暖化対策、環境センターの運営に

関する事業などでございます。 

 不用額2,020万円余でございますが、環境

センターの修繕工事の入札残のほか、2050く

まもとゼロカーボン推進事業の会議の運営に

ついて、当初は外部委託を予定しておりまし

たが、それを見直し、直接運営したことによ

って生じた諸経費の残でございます。 
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 繰越額の3,500万円余につきましては、後

ほど附属資料で説明します。 

 最下段の工業用水道事業会計等繰出金です

が、これは、企業局の元利償還の一部や児童

手当など、一般会計が負担すべきと整理され

た費用に対する補助でございます。 

 最後に、繰越事業につきまして、別冊、附

属資料の２ページをお願いします。 

 球磨川流域ゼロカーボン先進地創出事業と

して、断熱住宅のリフォーム、新築に対する

補助を行いましたが、年度内に完了しない補

助対象工事がございましたので、繰り越した

ものでございます。既に70％は完了が報告さ

れており、本年度内には全ての工事が完了す

ると見込んでおります。 

 環境立県推進課は以上です。 

 

○村岡環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 説明資料の18ページをお願いいたします。 

 まず、歳入に関する調べでございますが、

不納欠損額、収入未済額はございません。 

 下段の水道関係費補助について、予算現額

と収入済額との差が5,930万円余ございます

が、これは、主に令和４年度に事業繰越しを

行ったことによるものでございます。 

 事業繰越しにつきましては、後ほど附属資

料により御報告いたします。 

 次に、20ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、衛生費のうち、ま

ず、上から２段目の公害対策費でございます

が、これは、環境に著しい影響を及ぼすおそ

れのある大規模開発に際し、環境影響評価が

実施される地域開発や公共事業について、環

境に悪影響をもたらさないよう事前に審査指

導を行うとともに、関係機関との連絡調整を

図るための環境影響評価指導費などでござい

ます。 

 不用額320万円余につきましては、人件費

及び経費節減に伴う執行残でございます。 

 次に、３段目の公害規制費でございます

が、主な事業といたしましては、大気汚染防

止法に基づき、県内36か所の測定局におい

て、光化学オキシダントやＰＭ2.5等の大気

汚染物質の常時監視を行っております大気汚

染監視調査事業、原子力規制庁からの委託事

業であります環境放射能水準調査、河川、海

域及び地下水の水質環境監視事業等でござい

ます。 

 不用額1,720万円余につきましては、入札

及び経費節減に伴う執行残でございます。 

 次に、下段の環境整備費でございます。 

 主な事業といたしましては、市町村が実施

する水道施設の整備等に対して補助する水道

施設整備事業、水道法に基づく事業認可や指

導監督、飲用井戸の衛生対策等を行う上水道

費、上天草宇城水道企業団の企業債利子償還

に対して補助する水道広域化施設整備利子補

給事業等でございます。 

 不用額1,130万円余につきましては、水道

施設整備事業に係る補助所要額の減に伴う執

行残でございます。 

 最後に、繰越事業について御説明いたしま

す。 

 別冊の附属資料の３ページをお願いいたし

ます。 

 水道施設整備事業でございますが、補助事

業におきまして、工事に伴う特注品の入手に

時間を要したことにより年度内に工事が完了

しなかったことによるもの、また、関係機関

等との協議に時間を要したことにより繰越し

となったものでございます。いずれも今年度

中に完了する見込みでございます。 

 環境保全課は以上です。 

 

○蓑田自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 説明資料の21ページをお願いいたします。 

 まず、歳入でございますが、不納欠損額、

収入未済額ともにありません。 
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 上から３段目、新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金でございますが、こ

れは、感染症対応に係る自然公園内の施設改

修に対する国の交付金でございます。予算額

に対して収入済額が3,000万円余の減収とな

っておりますが、これは、令和３年度２月補

正で計上した事業でございまして、繰越しと

なったものでございます。 

 下から２段目の自然環境整備交付金、これ

は、国立公園内の施設整備等に対する国の交

付金でございます。予算額に対しまして収入

済額が２億5,000万円余の減収となっており

ますが、主に繰越しとなったことによるもの

でございます。 

 事業の繰越しにつきましては、後ほど附属

資料により説明させていただきます。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 

 23ページをお願いいたします。 

 上から２段目の鳥獣保護費でございます

が、これは、野生鳥獣の適切な保護管理、野

生鳥獣由来の感染症対策、鳥獣捕獲の担い手

対策等を行うものでございます。 

 不用額1,200万円余は、主に入札に伴う執

行残でございます。 

 24ページをお願いいたします。 

 上段の観光費でございますが、これは、国

立公園内の施設整備等を行ったものでござい

ます。 

 不用額4,500万円余は、主に入札に伴う執

行残でございます。 

 続きまして、今年度に繰越しとなった事業

について説明いたします。 

 別冊の附属資料の４ページをお願いいたし

ます。 

 明許繰越しでございますが、上段の自然公

園等施設リニューアル事業につきましては、

公衆トイレの改修等でございますが、令和３

年度２月補正で計上した事業であり、年度内

に十分な事業期間を確保できず、繰り越した

ものでございます。 

 なお、来年２月の事業完了の見込みでござ

います。 

 最下段の国立公園における国際化・老朽化

対策等整備交付金事業でございますが、休憩

所の改修に際し、その方法の検討などに期間

を要したため繰り越したものでございます

が、年度内に事業完了の見込みでございま

す。 

 続きまして、５ページでございます。 

 上段の国立公園満喫プロジェクト推進事業

につきましては、中岳火口の施設整備等でご

ざいますが、昨年10月中旬の噴火により立入

りが規制され、資材搬入等ができず、工事施

工に不測の日数を要したため、繰り越したも

のでございます。 

 なお、来年１月末に事業完了の見込みでご

ざいます。 

 中段の国立公園満喫プロジェクト推進事

業、令和３年国経済対策分につきましては、

車道、休憩所等の改修でございますが、令和

３年２月補正で計上した事業であり、年度内

に十分な事業期間を確保できず、繰り越した

ものでございます。 

 なお、来年２月末に事業完了の見込みでご

ざいます。 

 下段の自然公園施設等災害復旧事業、単独

事業分につきましては、遊歩道の復旧でござ

います。令和３年度12月補正で計上した事業

であり、年度内に十分な事業期間が確保でき

ず、繰り越したものでございます。 

 なお、年度内に事業完了の見込みでござい

ます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 事故繰越でございます。 

 下段の国立公園満喫プロジェクト推進事

業、令和２年経済対策分につきましては、噴

火に伴います立入規制により資材搬入等がで

きず、工事の施工に不測の日数を要したた

め、繰り越したものでございます。 
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 なお、来年２月末に事業完了の見込みでご

ざいます。 

 自然保護課、以上でございます。 

 

○福原循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 説明資料の25ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにありません。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

つきましては、使用料及び手数料でございま

すが、３段目、産業廃棄物処理業許可申請手

数料が予算現額に比べ365万円余の増となっ

ております。これは、許可申請件数が当初の

見込みを上回ったことによるものでございま

す。 

 次に、国庫支出金につきましては、２段目

の海岸漂着物等地域対策推進事業費補助が予

算現額に比べ988万円余の減となっておりま

す。これは、国庫内示額が減となり、予算額

を下回ったことによるものでございます。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 27ページをお願いいたします。 

 公害対策費につきましては、不用額251万

円余の主なものは、人件費の執行残によるも

のでございます。 

 環境整備費につきまして、不用額3,974万

円余の主なものは、海岸漂着物対策、リサイ

クル促進関係の補助事業の実績減及び委託業

務の入札残によるものでございます。 

 循環社会推進課は以上でございます。 

 

○東田くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課です。 

 説明資料の28ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにありません。 

 続いて、歳出について説明いたします。 

 29ページをお願いします。 

 交通安全対策促進費については、交通安全

推進連盟への補助、交通安全の意識啓発を図

るための経費、交通事故被害者への対策とし

ての交通事故相談業務など、交通安全総合対

策の推進に係る経費でございます。 

 不用額100万円は、交通事故相談所の人件

費や、新型コロナウイルス感染症拡大防止に

より、会議を書面開催、オンライン開催とし

たことによる旅費等の執行残でございます。 

 次に、諸費については、犯罪の起きにくい

安全安心まちづくりの推進や犯罪被害者等支

援、再犯防止推進に係る経費でございます。 

 不用額1,000万円余は、犯罪被害者等見舞

金の実績が見込みを下回ったことによる執行

残でございます。 

 30ページをお願いします。 

 青少年育成費については、県民運動推進事

業における青少年育成県民会議への補助、少

年保護育成条例に基づく有害環境調査、フィ

ルタリング普及促進、グローバルジュニアド

リーム事業に係る経費でございます。 

 不用額86万円余は、各種会議における委員

の報酬、新型コロナ感染症拡大による立入調

査の人数減等による旅費等の執行残でござい

ます。 

 最後に、農業総務費については、食品表示

制度の啓発、指導、食の安全安心確保に係る

パンフレット作成など、普及啓発、残留農薬

等の食品検査に係る経費でございます。 

 不用額122万円余は、新型コロナウイルス

感染症拡大防止により、会議や研修会を書面

開催、オンライン開催としたことによる会場

使用料等の執行残でございます。 

 翌年度繰越金1,580万円余について御説明

いたします。 

 附属資料の７ページをお願いいたします。 

 今年度に繰越しとなった事業について説明

いたします。 

 食品品質表示指導事業のうち、県産アサリ

産地偽装対策事業については、昨年度２月に
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産地偽装アサリの徹底的な調査、取締りを行

うことを目的に補正予算を計上させていただ

きましたが、年度内に十分な事業期間を確保

できなかったため、やむを得ず、全額繰り越

したものでございます。会計年度任用職員２

名を採用、産地偽装110番での通報受付、必

要な調査指導を行っており、引き続き、アサ

リ産地偽装対策に取り組んでまいります。 

 くらしの安全推進課は以上です。 

 

○福永消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 説明資料の31ページをお願いします。 

 歳入につきまして、不納欠損及び収入未済

はございません。 

 上から３段目、地方消費者行政強化交付金

が、予算現額に対して655万円の減となって

おります。これは、消費者行政強化及び推進

に係る事業の当初の所要見込額を実績額が下

回ったものでございます。 

 続きまして、32ページをお願いします。 

 歳出について説明いたします。 

 消費者行政推進費は、県消費生活センター

における消費生活相談や啓発事業、市町村の

行う消費者行政への補助金、多重債務者への

生活再生支援事業、コロナ禍や豪雨災害に対

応する消費生活相談体制の強化などを主な事

業としております。 

 1,200万円余の不用が生じておりますが、

その主な理由は、市町村補助金について、コ

ロナの影響で研修会がオンライン研修に変更

になるなど、実績額が当初申請額を下回った

こと及び経費節減等による執行残でございま

す。 

 消費生活課は以上です。 

 

○板橋男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 説明資料の33ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

つきましては、最下段の新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金529万円余の

減が主なものです。 

 これは、指定管理を行っている県民交流館

パレアにおける感染防止対策として、この新

型コロナ交付金を活用し、検温を行うサーマ

ルカメラ、自動消毒器等の機材購入やオンラ

イン対応のための環境整備を行いました。 

 また、新型コロナの影響による自粛等で利

用料金収入が減少し、施設の管理運営が厳し

くなったことに伴う運営支援を行いました

が、いずれも当初の所要見込額に対して実績

額が下回ったものでございます。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 

 34ページをお願いします。 

 最下段の社会福祉総務費について、不用額

1,134万円余の主なものは、大きく２つ、い

ずれも県民交流館パレアに関するものでござ

います。 

 １つ目は、歳入でも御説明いたしました新

型コロナ感染防止対策に係る機材購入と新型

コロナにかかわらず実施しております維持管

理のための修繕工事やカーペット取替え等で

の入札残でございます。 

 ２つ目は、新型コロナの影響による利用料

金収入減少に伴う運営支援について、当初の

所要見込額から実績額が下回ったため、所要

額の残によるものでございます。 

 男女参画・協働推進課は以上です。 

 

○鈴人権同和政策課長 人権同和政策課でご

ざいます。 

 35ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにありません。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 
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 36ページをお願いします。 

 上段の諸費について、不用額393万円余の

主なものは、人権に関する広報啓発事業の経

費節減と併せまして、予定していました会議

を新型コロナウイルス感染症により書面開催

としたことや、集合型研修をオンラインに変

更したことなどに伴う会場使用料等の執行残

でございます。 

 ２段目の社会福祉総務費について、不用額

482万円の主なものは、地方改善事業に係る

市町村等への補助金の実績額が当初申請額を

下回ったこと及び経費節減に伴う執行残でご

ざいます。 

 人権同和政策課は以上です。 

 

○山口裕委員長 以上で環境生活部の説明が

終わりました。 

 それでは、質問を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 26ページ、循環社会推進課の

ほうで、まずは、産業廃棄物税のことであり

ますけれども、今回は、収入未済も不納欠損

もありませんけれども、年間を通して、もし

くは複数年度を通しながら、この産廃税がど

う推移しているのか、話によると随分減って

きているという話も伺っておりますけれど

も、その推移が分かれば、ちょっと教えてい

ただきたいというふうに思います。 

 それともう１つ、これもちょっとざくっと

した話で恐縮なんですけれども、産廃の管理

型の最終処分場、埋立処分場の件なんですけ

れども、南関に県営の新しい団地を造ってい

ただきました。あれができてたから、熊本地

震の折の産廃処理というのは非常に役に立っ

たというふうに思っています。 

 ただ、あれがあっても、やっぱり民間の施

設もなければとてもじゃないけど対応できな

かったという話を聞いていますが、今は、多

分産廃の通常出てくる分というのは、恐らく

現状施設の中で処理していけるんだろうとい

うふうに思っていますが、心配なのは、災害

が起こったとき、災害がしょっちゅう起こっ

ていますから、この災害発生時にはもう莫大

な量の産廃が発生するわけでありますが、そ

の点についての備え等のお考えがあれば、現

状の南関の残余量等々も含めてお話しいただ

ければと思います。 

 

○福原循環社会推進課長 まず、産廃税の推

移でございますが、エコアは、御承知のとお

り、平成28年のほうに完成しまして、随時、

今災害時には、一般廃棄物も受け入れてきて

いるところでございまして、推移としまして

は、平成28年に２億3,700万の残高というこ

とになっておりまして、委員御指摘のとお

り、29、30、31と漸減しておりまして、一番

低かったのが平成30年の約１億5,600万が今

までのところ底を打ったところでございま

す。その後、特殊事情がございまして、熊本

地震と令和２年の７月豪雨等々ございまし

て、令和３年の末現在では約２億6,000万と

いうところまで戻ってきているという状況で

ございます。 

 それと、２番目の御質問ですが、エコアに

つきましてでございます。エコアは28年に創

設いたしまして、本年３月末時点で、およそ

キャパの５割、半分程度埋まっている状況で

ございます。その約４分の３程度が災害廃棄

物でございまして、そのほとんどが熊本地震

というものでございます。 

 令和２年７月豪雨災害についても、今年の

３月でほぼ受入れを終えたところでございま

す。 

 エコア、27年から現在まで６年が経過して

いるところでございます。この間、今申し上

げましたように、産業廃棄物を受け入れまし

て、また、熊本地震、豪雨災害という特殊事

情の中で多量の災害廃棄物を受け入れ、現在

に至っているところでございます。現在の残
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容量はほぼ半分という形になっていますけれ

ども、ちょっと将来発生する災害の可能性も

ございますが、これまでの一廃、産業廃棄物

の受入れ状況の推移を見ておりますと、少な

くとも今後20年は受入れが可能と考えており

ます。 

 まず、エコアくまもとは、県産業の振興と

発展に寄与するため整備されたものではござ

いますが、こういった災害のときの被災者の

生活再建の第一歩となるセーフティーネット

という役目も持っておりますので、担当課と

しては、しっかり大事に使っていきたいと考

えております。 

 以上でございます。 

 

○前川收委員 当初の計画から比べれば、随

分早く埋まっているなというのが率直な感想

でありまして、これは災害対応でやむを得な

いというふうに思います。 

 残りの残余は５割ということで、これまで

６年か７年でもう半分使ったと。残りの半分

が20年もつというのは、災害も何にもなく

て、通常分に発生する産廃だけを受け入れて

いるという形であればそれが可能かもしれま

せんが、災害が絶対ないという話は誰も保証

できない話でありますから、できる限り残余

を増やし――増やすことはできませんが、残

余量の確保をしながら、よもやがあることも

含めてやっぱり考えていかなきゃいけないの

かなあと、もうちょっと長くもってくれれば

本当ありがたいんですけれども、しかし、今

御自身もおっしゃったとおり、これは最後の

とりでとおっしゃってましたけれども、そこ

はやっぱりしっかり守っていかなきゃいけな

いというふうに思っておりますので、ぜひそ

ういった運用に気がけていただければと思い

ますが。 

 

○小原環境生活部長 若干補足させていただ

きます。 

 前川委員のほうから、災害のときの対応と

いうことで御指摘いただきました。 

 先生方も御存じのとおり、熊本地震あるい

は令和２年７月豪雨の際も、県内では処分を

全部受け入れることはできませんもんですか

ら、九州内だけじゃなくて、本州も含めて、

環境省等の協力も得ながら、最終埋立地、処

分場含めて協力をいただきながら、処理をさ

せていただいたという状況にございます。 

 また、産業廃棄物、そういう災害じゃない

ときにおきましても、県内だけじゃなくて県

外でも、距離の関係もありまして、持ってい

っているというふうな状況もございますの

で、今後、民間等で産業廃棄物処分場あたり

も整備という話もございますので、その辺り

は、我々として、きちんと適正に処分場が設

置されるかどうかは確認しながらやっていく

必要があるというふうに思っております。 

 また、エコアにつきましては、当初計画し

ていたときに比べまして、通常の産業廃棄物

として搬入される部分については、想定より

も少なくございます。ただ、地震あるいは水

害等での廃棄物を受け入れているということ

で、たくさん出てますので、その災害を除け

ば、多分20年はもつだろうという想定でござ

います。 

 ただ、災害、いつやってくるか分かりませ

んので、今後とも、あっては困りますが、災

害があったときは適切に処分できますよう

に、県内の処分場あるいは県外も含めて、き

ちっと国、あるいは他の都道府県等とも連携

しながら、早期な処分ができるように進めて

まいりたいというふうに思っております。 

 

○前川收委員 だんだん廃棄物の量自体は減

っているということでありますので、多分そ

うだろうというふうに私も思っています。 

 ただ、やっぱり公共関与をやってきた意味

というのが非常に大きな意味があると思いま

す。今まで全ての一廃、産廃の管理型処分場
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というのは、民間でやっていらっしゃったけ

れども、民間ではいろんなトラブルがありま

す。私も経験しておりますけれども、そのト

ラブルを避けていくという前提においては、

やっぱり、公共関与という言葉を使っていま

すけれども、公共関与であるエコアみたいな

施設が必要だというふうに思っています。 

 需要予測がどう立つかはよく分かりませ

ん、私も。それはもちろん災害がなければい

いわけですが、これも誰も絶対なんて言葉は

使えないわけですから、あったときに、また

早く埋まるということもないわけじゃない。

うちはもう容量が足りないから、あるのに足

りないから、よそにどうぞというのはなかな

か言えないわけですから、ある間はやっぱり

うちの地元で入れると、可能な限り。そうい

うことも必要だと思いますので、民間の動き

もしっかり見極めながら、ただ、公共関与の

意義も忘れずに動いてください。 

 今はもうそうでもないですけれども、以前

は、もう民間でやられたやつで物すごくトラ

ブルがあって、そのことから生まれてきたの

が公共関与ですから、ぜひその意義を忘れず

にやってもらえればと思います。 

 以上です。 

 

○山口裕委員長 ほかに。 

 

○南部隼平委員 今の産業廃棄物関連で、ち

ょっと御質問というか、もしかしたら関係部

署が違う可能性もあるんですけれども、廃棄

物の中で、一度お話ししたことあるんですけ

れども、医療関係の廃棄物の処理に関して、

第７波のときに非常に廃棄の、八代に今ある

というふうに聞いておりましたけれども、そ

こが逼迫をしておって、毎回そこにごみを下

ろすということをしてたんですが、それが１

週間に１回しか受入れができないとか、２週

間に１回しか受入れができないとか、そうい

った状況になっていたのが、そういったのを

業者さんから相談受けたときがあって、今現

状、そういったものを今後増やしていくと

か、もちろん災害と同じようなことだと思う

んですけれども、今後の見通しとか、コロナ

のときの現状とかを踏まえて、ちょっと御意

見を聞かせていただければと思います。 

 

○福原循環社会推進課長 今南部委員御指摘

のとおり、７月末ぐらいから第７波というこ

とで、病院のほうがそういう感染性の医療廃

棄物がちょっと処理が大変になってきたとい

う情報は、私のほうでもつかんでおりまし

て、今そういう廃棄物を運んでいらっしゃる

収運業者の方ともしっかり連携を取りまし

た。 

 熊本県内だけではなかなか処理がというこ

とになりまして、そういう収運業者の方々と

連携しまして、医療系の廃棄物を処分すると

ころ限られておりまして、まず、容量がある

場所については福岡、北九州のほうにあると

いうところでございましたので、医療機関の

方、それと収運業者とも連携しまして、そち

らのほうに流すルートを確保して今までやっ

てきております。 

 幸いなことに、現在、コロナ、だんだん落

ち着いてきているというところで、八代のほ

うでの受入れも今後可能になってくるような

話も若干聞いておりますので、そういうのを

しっかり注視しながら、我々もしっかり業

者、それと産廃業者、処分業者、こういうと

ころとも連携しながらしっかりやっていきた

いと思っております。 

 以上でございます。 

 

○南部隼平委員 もちろん、やっぱり横の連

携、そこは、まずもって一番大事なところ

で、あとは、コロナに関しては、もしかした

らまた収束してくるかもしれませんけれど

も、今の平時でもないんですけれども、ま

だ。まだ落ち着いているときに、しっかりそ
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ういった今後の対策とか、そういったものを

またお願いできればと思います。 

 要望で。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩田智子委員 くらしの安全推進課にお尋

ねをします。 

 諸費のところで犯罪被害者等見舞金の実績

が見込みを下回ったため、不用額が出ている

ということですけれども、この見舞金という

のは、申請があって出すものなんでしょう

か。何か事件があって、こちらのほうから何

かするものなのか、ちょっと教えてくださ

い。 

 

○東田くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課から説明させていただきます。 

 委員の質疑に対しましては、こちらのほう

から、ゆあさいどくまもとのほうから一応案

内を差し上げます。それを受けまして、実際

に申請があったものに対して見舞金の交付を

判断しております。 

 以上でございます。 

 

○岩田智子委員 この成果のほうを見ると、

遺族見舞金に２件、重傷病見舞金に１件とい

うことで、ここに書いてあるんですけれど

も、だから、その申請がちゃんとなされてい

るかどうかがとても心配で、十分にやっぱり

こういう制度ができたから、被害者に関して

訴訟ができるというか、お見舞いができるよ

うな形でスムーズにできればなと思っていま

す。だから、その余った不用分が本当に不用

だったのかどうかちょっと思いましたので、

質問をしました。 

 続けて、ゆあさいどについてもいいですか

ね。 

 性被害が、やっぱりコロナ、この令和２年

度も、相談件数がその前の年よりもすごく上

がったということがありましたし、今回も、

見てみるとやっぱり多いんじゃないかなとい

うふうに思います。 

 コロナ禍で、学校の中でも、学校の先生が

男の子を温泉に一緒に連れていって性犯罪と

いうかな、動画を撮ったというふうな事件も

ありましたけれども、性犯罪をされたほうの

やっぱり小さな子供たちとか、特にトラウマ

とかが物すごくあると思うので、やっぱりこ

ういう相談体制をきめ細やかに――そのゆあ

さいどにも私行かせていただいて、いろいろ

話を聞いているんですけれども、とてもやっ

ぱり大変なんですよね、その支援をするの

に。 

 だから、十分にされていると思いますけれ

ども、要望なんですけれども、本当にきめ細

やかに子供たちがトラウマを克服できるよう

なその段階の支援を行っていただきたいなと

思っています。そのために、そのお金を使っ

ていただきたいなと思っています。 

 以上です。 

 

○山口裕委員長 答えなくていいですか。大

丈夫ですか。 

 

○岩田智子委員 はい、いいです。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○堤泰宏委員 29ページの交通安全対策促進

費、こちらのほうでちょっとお聞きしたかっ

たんですけれども。 

 近年、直接は絡みがないかもしれません

が、交通安全協会さんのほうが、少子化と、

あと、自動車の免許取得者の減少によってか

ら大分財政が逼迫してきたということで、地

方の交通安全、活動されていらっしゃる方の

物品等の取得がかなり逼迫しているという話

を聞いております。 

 その中で、交通事故の４割強に自転車関係
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が絡んでいるということで、今のところ小学

校４年生前後でしか多分自転車の教室をやっ

ていないと思いますけれども、そういったも

のも含めて、どのような形で県のほうの費用

が負担なされているのかをちょっとお聞きで

きればと思いまして。 

 

○東田くらしの安全推進課長 県のほうで進

めていますところが、各市町村等と連携しま

して、それぞれの対策もしくはいわゆる啓発

ということで行っております。 

 自転車の関係についても、引き続き、こち

らのほうから働きかけを行いまして、進めて

いきたいと考えております。 

 また、熊本市のほうも、条例のほうの改正

等も行いましたし、来年でいきますと、自転

車の関係でいきますと、ヘルメットの着用の

努力義務化ということで、道交法も変わると

いうことになっております。それに向けて、

さらに指導、啓発等を行っていきたいと考え

ております。 

 以上です。 

 

○堤泰宏委員 恐らく、大体高校生から大学

生に上がる間ぐらいが、県内からの人の出入

りも含めて、自転車マナーが非常に悪い状態

が常態化していると思います。どこかで、そ

ういったところで任意でもいいと思いますけ

れども、きちっとした自転車マナーの教育と

いうものは率先してやっていくべき時期に来

ているんじゃないかなと思いますので、どう

ぞ御検討のほうをよろしくお願いいたしま

す。 

 

○東田くらしの安全推進課長 県警のほうと

もタイアップしながら交通安全教育のほうに

力を入れていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり) 

○山口裕委員長 なければ、これで環境生活

部の審査を終了いたします。 

 第４回委員会は、10月21日金曜日午前10時

に開会し、午前中、商工労働部、観光戦略部

の審査を行い、午後から農林水産部の審査を

行うこととしておりますので、よろしくお願

いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

 お疲れさまでした。 

  午後１時48分閉会 
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